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Ａ．研究目的 

本研究の目的は，臓器・組織提供数の増加

を目指し，その障壁となっている啓発に関する

研究要旨： 

本研究の目的は、臓器・組織提供数の増加を目指し、その障壁となっている啓発に関する行

動課題を特定し、その解決のための「行動変容」促進因子と方策を明らかにすることである。

目的を達成するための具体的な目標を以下と設定する。 
①地域の啓発に必要な資源の網羅的調査と必要資源の明確化 
②地域啓発プロセスの開発とそのパイロット検証 
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⑤地域における啓発の共創環境整備と実装への参画 

R4 年度は研究課題の抽出や必要資源の明確化のために、各々の研究者が各種定量調査や定

性調査、およびその分析を実施した。その結果、一般市民や医療現場における行動障壁や行動

促進因子などが明らかとなった。これらの結果を受け、R5 年度は、調査結果をより精緻化し、

課題解決のための施策を探求し、その検証に取り組み始めた。R6 年度は、啓発を実施するため

の体制整備への戦略を導出・提案、活用についての評価、マニュアルを完成した。また、時代や現場

ニーズに応じた実効性の高い啓発方法の開発、学校教育現場での活用を意図したウェブサイトや教

材の作成、医療者育成のための教育コンテンツの作成、臓器提供に前向きな姿勢で取り組んでいく

ための支援策の策定、その効果を検証した。さらに、全分担班の成果を掲載し、地域の啓発施策を科

学的に支援するウェブサイトを構築した。 
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行動課題を特定し，その解決のための「行動変

容」促進因子と方策を明らかにすることである。

一般に対しては，臓器提供についての家族等

との対話，意思決定・意思表示への行動変容，

医療者に対しては，提供プロセスにおける望

ましい行動への変容を促進することを目標

とし，学際的な行動科学理論に基づく施策策

定から効果測定・評価までのプロセスを開発し，

それを地域で多様なステークホルダーとともに

展開するモデルを構築する。 
 本研究の必要性は 4 点挙げられる。まず，

意思決定・意思表示に着目する必要性である

が，提供数に影響を与える重要因子であり，

世論調査によると，本人の意思表示がない場

合の家族の意思決定に対する負担感は 85.6%
にも関わらず，意思表示率は 10.2%に留まっ

ているからである。次に，行動変容メカニズム

に基づく啓発の必要性であるが，同調査から，

臓器提供に関心をもつことと意思表示をす

ることのギャップが示された。これを埋める

ためには，行動変容ステージモデルの考えが

必要である。また，現在の啓発は「伝える」

に留まっているため，意思表示行動への変容

まで至らない。啓発の目的を情報伝達から「行

動変容」へと転換し，科学的に介入施策を立

案・実施し，その効果を測り評価することが必

要である。そのアプローチとして，行動経済

学を包括する諸行動科学理論を最適化する

「ソーシャルマーケティング」が有用である。3
番目に医療従事者への啓発の必要性である。

厚生科学審議会移植委員会にて医療従事者

への啓発・教育が求められていることに加え，

医療者の態度が一般の態度に影響するとの

報告もあることから，移植・提供に従事する

医療者の態度・行動について実態を把握し，

望ましい態度・行動へと変容を促す必要があ

る。4 番目にシームレスな普及啓発の必要性で

ある。幼少期から社会人に至るまで，臓器移

植について考える文化を醸成することの大

切さが提言されているからである。 
 以上から，目的を達成するための具体的な

目標を以下の 5 点と設定する。 
①地域の啓発に必要な資源の網羅的調査と

必要資源の明確化 
②地域啓発プロセスの開発とそのパイロッ

ト検証 
③プロセスモデルの複数地域における実証 
④医療者への啓発課題の抽出と施策策定・実

施 
⑤地域における啓発の共創環境整備と実装

への参画 
 

Ｂ．研究方法  

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

啓発に必要な資源を明確化し，その整備へ

つなげることを目的とした。移植学会臓器提

供普及啓発委員会，JOT，都道府県コーディ

ネーター（以下，Co.）と協働し，R4 年度は，

47 都道府県の啓発資源（医療従事者，行政，

市民団体，賛同企業など），活動実績について

網羅的な調査を行った。R5 年度はそれらの分

析から，地域啓発に必要な資源と体制を明確

化し，R6 年度は啓発を実施するための体制整

備への戦略を導出・提案した。 
 
②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
本研究の目的は、全国で活用され得る効果

的な啓発活動を可能とする啓発プロセスを開発

し、『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュ

アル』と総合website を作成することである。その

ため、次の 7 つの課題に取り組んだ。1)既導

出の意思表示行動メカニズムの精緻化、2)「臓

器提供迷ってますカード」の社会実装とその

評価、3)意思表示行動メカニズムに基づく対

話支援ツールの開発と検証、4)中学生を対象

とした「いのち」の授業と家庭内対話の促進、

5)海外渡航時の注意喚起動画の作成、6)自治

体や都道府県等に過度な負担をかけない啓発

施策支援の仕組みの構築（『科学的根拠に基

づく地域連携・啓発マニュアル』および専用

ウェブサイトの作成）、7)学際的な国際連携と

成果発信である。 
R4 年度は、臓器提供に関する対話や意思表

示の促進を目的に、既導出の意思表示行動メ

カニズムを精緻化し，現状調査，介入施策の

策定，効果測定項目と方法，評価の共創プロ

セスを開発した。R5 年度は、新たな 16,050 例

の調査・分析により、そのメカニズム、プロ

セスの検証し、意思決定の阻害・促進因子を

抽出した。それらをもとに、R5～R6 年に、意

思決定の「先延ばし行動」への対応として「臓

器提供迷ってますカード」を開発し、大学生調

査および実地配布を通して実用性を評価した。

さらに、家族との対話促進を目的に、行動科

学に基づいた「対話・意思決定支援ツール」を

開発し、大学生、中学生において 2 人 1 組で

の活用による意思形成の支援効果を確認した。 
教育分野では、中学校の道徳授業を通じて

「生命の尊重」に関する理解と家庭内対話の

接点創出を試み、全中学校（10,451 校）の道

徳推進教師に対する授業実践に関する調査と

Web『生命の尊さを伝える広場』教材の有効性

に関する調査、中学生の子をもつ保護者を対
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象とした対話に関する調査を実施した。 
臓器移植の安全啓発の一環として、海外渡

航のリスクを伝える動画を DICG の資料をも

とに日本語翻訳し、YouTube を通じて公開し

た。 
これらを総括し、自治体職員や都道府県コ

ーディネーターの負担軽減を目指し、行動科

学とソーシャルマーケティングに基づいた

『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュアル』

とウェブサイトを作成。地域の啓発施策の実施

を支援する基盤を整備した。 
さらに、国際的な学術ネットワークの構築

と成果発信を目的に、行動科学の専門家との

連携や国際会議での発表・情報交換も推進し

た。 
 

③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
臓器提供数の少ない地域におけるプロセ

スモデルの実証を行うとともに，地域の特色

にあった啓発の在り方を明らかにすること

を目的とした。パイロット地域は，どの地域

でも活用可能なプロセスを開発するため，人

口比別臓器提供数が少ない地域（福島県）と

した。R4-5 年度は，パイロット地域として瓜

生原分担班とともに，一連の共創プロセス

（市民を対象とした定性・定量調査, 行動障

壁・動機の明確化, 介入施策の立案, 実装, 測
定結果の分析・評価）についての検証を進め

た。R6 年度は，渥美分担班と協働し，医療者

への調査を行い，提供が少ない理由を明確に

した。そのうえで対策を講じた。 
 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
移植に携わる医療者への啓発に関する課

題の抽出と解決策策定・実施を目的とした。

R4 年度（江川班）はメディアワークショップ

を行い，移植報道に携わるメディアへの理解

促進を図った。R5-6 年度（吉住班）は，医療

系学生の臓器移植に対する態度・行動，意思

表示の実態を明らかにした。分析から課題を

抽出し，解決策を策定した。また，医学部コ

アカリキュラムに移植と脳死が組み込まれ

ることから，文部科学省と協力し医学生の移

植教育コンテンツの作成を行なった。 
 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
提供に携わる医療者への啓発に関する課

題の抽出と解決策策定・実施を目的とする。

R4 年度は，関連学会と協力し，提供に携わる

医療者における移植医療への態度・行動に関

する実態調査を行い，啓発課題を抽出した。

R5-6 年度は，分析から解決策の策定に繋げた。

具体的には，臓器提供に前向きな姿勢で取り

組んでいくための支援策を提示した。 
 
 （倫理面への配慮） 

研究に際しては医療倫理，研究倫理の倫理

性を担保するためにそれぞれの研究者は倫

理講習を受講している。また，各研究者のそ

れぞれの研究において，倫理委員会等の審査

が必要である場合には，適宜倫理審査を受け，

承認を受けることを前提とした。本研究では，

個人情報を含むインタビュー調査データや

アンケート調査データを用いる。そのデータ

の利用にあたっては，データの利用期間や利

用場所など，使用ルールの遵守を徹底してい

る。調査においては、回答者への説明行い同

意を得ている。また、外部業者アンケート調

査などの場合、登録者への倫理的配慮として，

匿名性の担保，同意を得た者のみ回答できる

しくみとした。また，回答者は回答結果の送

信を途中でキャンセルできるしくみを設け

た。 
 
Ｃ．研究結果 

以下のような結果が得られ，全ての分担班

において，目的を達成した。研究班毎に詳細

を記述する。 

 

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に関

する研究（島田分担班） 

R4年度，都道府県内の啓発活動のために必要

な体制づくりには，行政・マスコミ・教育機

関などとの連携，県Co.と医療者の連携強化，

人員増加のための予算が必要であることがわ

かった。R5年度，地方自治体との連携の障壁

として，行政担当者と医師/Co間のやり取り不

足が挙げられ，三位一体の活動をしている「モ

デル啓発事例」を共有する必要性が明らかと

なった。そこで，R6年度，啓発モデルを複数

県選別し（長崎県，熊本県，広島県，沖縄県），

長崎県及び熊本県の具体事例をwebsiteで共有

できる形にした。 
 

②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
1)既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化：
11府県における意思表示行動メカニズムの再
検討 
 11都道府県、合計16,050名を分析対象とし
た。意思表示率は10.2%（富山県）～15.3%（沖
縄県）、意思決定率は20.3%（富山県）～28.
6%（沖縄県）であり、地域での違いはみられ
なかった。一方、意思表示に関する行動変容
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ステージの分布について検討した結果、どの
府県も「臓器提供に関心があるが、臓器を提
供する・しないは考えていない」が最も多か
った。「関心がある」と回答した中でも臓器
提供について考えていない人が約8割を占め
ており、関心をもっている場合においても、
臓器提供について考えているかどうかが鍵
であることが示された。また、意思決定をし
た人においても、意思表示するまでは考えて
いない人が約半数であった。したがって、関
心有り率、意思決定率、意思表示率といった
評価指標ではなく、行動変容ステージを指標
とする方が適切であることが示唆された。 

臓器提供に対する態度として、自身の臓器
提供意図は、40.3%（富山）～52.5%（沖縄）
であった。一方、家族の意思の尊重について
は、約9割が家族の意思を尊重したいと回答
した（86.7%：長崎県～90.8%：沖縄）。また、
家族の臓器提供を決断することに対して約8
割が負担を感じていた（78.7%：沖縄～83.2
8%：富山）。 
臓器提供に対するイメージについては、既

存の研究結果（瓜生原、2021）と同様に、不
安（56.7%：沖縄～61.5%：福島）、抵抗感（4
2.3%：沖縄～51.1%：富山）を感じる人が多
く、身近（10.3%：静岡～15.8%:沖縄）、誇り
（23.4%：京都～32.8％：沖縄）と感じている
人が少ないことが示された。 
臓器提供意思表示の意義として、「誰かの

役に立つ」66.9％（静岡）～73.5%（沖縄）、
「家族の悩みや迷いを少なくして家族の負
担を軽減する」40.5％（静岡）～51.8%（沖縄）
であった。 

家族と臓器移植・提供についての対話は約
3割に留まっていた（24.9%：静岡～32.0%：沖
縄）。 
知識については、正解率が低い項目は、「臓
器を取り出しても複数の傷ができることは
ない」：14.3％（福島）～17.3%（京都）、提
供後のお身体は３時間から６時間で家族の
もとにかえってくる」：13.8％（沖縄）～19.
5%（京都）、「臓器移植を受けた患者のうち、
移植された臓器が一定期間後に体内で機能
している者の割合は、日本は海外と比べて高
い」：11.4％（沖縄県）～17.3%（岡山県）で
あった。 
 
2)「臓器提供迷ってますカード」の社会実装と評
価 
  R5年度の結果は以下のとおりである。 
【社会科学系大学274名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って
ますカード」の方が統計学的有意（p<0.001）
に抵抗感は低かった。また、「友人と話すき
っかけになる」との意見が多かった。 
【社会科学系大学60名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って
ますカード」の方が、統計学的有意（p<0.00
1）に記入の抵抗感は低く、気持ちに寄り添っ
ていると感じていた。また、「臓器提供につ
いての情報を調べてみたい」「家族と話すき
っかけになる」「友人と話すきっかけになる」
「意思表示することを忘れない」との意見が

多かった。「意思表示することを忘れない」
と回答した理由を自由記述より分析したと
ころ、「今後しようと思うことにチェックす
ることで記憶に残りやすい」「迷っている状
態だと自身で認識していることから、今後ど
うするか決断しなければならないと思える」
「迷っているままにはしたくないと感じる」
などが挙げられた。 

R6年度は、移植学会での展示、医療系進学
希望者向けのキャリアイベント、病院・商業
施設での市民向け啓発イベントにおいて、延
べ数百枚を配布した。配布時に得られた自由
記述や聞き取りでは、「このカードなら書け
る」「家族に話してみようと思った」などの
声が多く、使用者自身の立場を柔軟に言語化
する機会となった。 
  医療系進学希望者向けのキャリアイベン
トにおいては、これまで意思表示に対して、
意思表示カードを示して、記入を促すことは
「賛成」か「反対」の2択を選ばせ、提供を押
し付けるような側面が見られてしまうとい
う声があった。「迷ってますカード」を導入
することにより、生徒に対して、講師の意見
に左右されることなく臓器提供に関してよ
りフラットに考えてもらうことができるよ
うになることが期待される。 
  院内での啓発については、患者を対象とし
て42枚のカード配布実績を得られた。直接の
ヒアリングはできなかったが、迷ってますカ
ードに関するパネルを注視する患者も見ら
れた。この啓発活動に関して救急外来スタッ
フ8名へのヒアリングを行い、4名は臓器提供
の意思表示をまだ決めていないということ
であったが、迷ってますカードにより、まだ
決まっていなくても所有することが可能で
あり、今後考えるきっかけになるとの回答を
得た。 
  商業施設での市民向け啓発イベントにお
いては、120名の来場者からアンケート回答
を得た。有効回答数109件のうち、迷ってます
カードが印象に残ったと答えた人は約84％
であった。また、来場者の中で、配布された
カードに次のアクションに関するチェック
をつけることができた人が32%であった。 
  また、迷ってますカードに関する印象の定
性的分析では、「意思表示は怖いものと思っ
ていたが、考える入口としてよかった」「話
しやすい空気が生まれた」といった意見が複
数報告され、これまで意思表示にたどり着い
ていない層に届く新しい形式のツールとし
て有効性が示された。 
なお、「迷ってますカード」は、社会課題

の本質に迫る優れた取組みとして「第64回A
CC賞PR部門」に入賞し、社会からも評価を受
けた。https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o  

さらに、読売新聞(3月8日朝刊)でも大きく
紹介され、社会的な認知と共感の広がりが見
られた。また、これらの展示活動を通して、
「迷い」の次のステップへの接続として、研
究②の取り組み成果である対話支援ツール
との組み合わせが有用であると示唆された。 
 
3)意思表示行動メカニズムに基づく対話支援ツ

https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o
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ールの開発と検証 
  R5年度は、各人の行動変容段階と促進因子
を機械学習させアルゴリズムを形成した。AI
によるテーラーメイドの啓発ツールのプロ
トタイプ版をもとにした議論を行い、意思表
示に至るメカニズムの見直しを行った．大学
生を対象とした定性的な調査の結果から、自
身の意思を決定していくためには、他人との
コミュニケーションが重要という示唆が得
られた。 
R6年度は、JOTが発信する信頼性の高い啓発
資材をベースに、質問→情報提示→対話誘導
という3ステップを組み込んだ1端末2人用の
対話支援ツール(https://mokab.github.io/transpl
antapp/)を作成した。  このツールの有効性を
検証するために、商業施設での一般市民を対
象としたイベントと中学3年生を対象とした
道徳の授業において調査を行った。 
  商業施設での一般市民を対象としたイベ
ントでは、合計70人(35組)が利用した。その
中で、70人(35組)が一緒に利用した相手と対
話をし、28人(14組)が臓器移植や臓器提供に
ついての家族の考えについて話したことが
ツールの利用ログを通して明かになった。 
  中学3年生を対象とした道徳の授業では、
合計36人(18組)が利用した。その中で、32人
(16組)が一緒に利用した相手と対話をし、8人
(4組)が臓器移植について話したことがツー
ルの利用ログを通して明らかになった。 
さらにここでは、別途調査票による定量的な
調査及びインタビューによる定性的な調査
を行った。定量的な調査では、利用者の中で
21人(58%)がこのツールを家族と使用しよう
と思った、20人(56%)が家族と話すきっかけ
になると思うと回答した。この定量的な調査
に加えて、授業を受けていた生徒4人に対し
て、半構造化インタビューによる定性的な調
査を行った。定性的な調査として、利用した
生徒の印象として残っているものは、臓器移
植に関する知識であることがわかった。特に、
移植に際しての傷の数や提供のために要す
る時間などが印象的だったという回答を得
た。家族と使うことができるかという質問に
対しては、全員が使えると回答した。しかし、
何もないところから使うということについ
ては少し難しいという回答を得た。以上の結
果から、本研究で開発したツールにより、臓
器移植や意思表示に関する対話が行われる
ことが示唆された。 
 
4)中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内
対話の促進 
  全国の中学校に関する調査においては、調
査対象は10,145校である。調査対象の学校の
道徳推進教師宛にダイレクトメールを送付
し、実際に回答が得られたのは1,187名（回答
率11.7%）であった。この中から回答に欠損値
のない864名を解析対象者とした。この調査
から、道徳の授業において移植医療の記載が
あるとされる教科書の使用は2023年度では6
6.4%であった。また、当該の単元に関する授
業の実施は2023年度では58.9%であった。 
  未実施の理由を探るために、2023年度授業

未実施者355名へその理由を質問し、 322名
から回答を得た。主要なものとして教科書へ
の未記載や教員の知識不足、授業のやり方が
わからない，責任を負えない，説明が難しい
があげられた。また、授業時間や教材研究時
間の不足、該当学年でないなども要因として
あげられた。 
また、中学3年生の子を持つ親に対する臓器
移植に関する道徳の授業についての対話調
査においては、中学3年生の子をもつ親1,340
名に対して調査を行った。 
  道徳授業に関連する子との対話頻度につ
いて，「道徳授業内容」については，一度も
ないという回答が44.7%であった。「道徳授
業・思いやり」については，一度もないとい
う回答が52.9%，であった。「道徳授業で臓器
移植を学んだこと」については，一度もない
という回答が78.9%であった。「臓器提供・意
思表示」については，一度もないという回答
が70.8%であった。 
自身および子の移植・臓器提供に関する考え
についての質問では、自身が移植を受けたい
と考える割合（56.6%）より提供したいと考え
る割合（62.2%）が高かった。また，両親の臓
器提供を承諾する割合は37.9％であった。一
方で子の場合、移植を受けさせたいと考える
割合（83.0%）は，臓器提供を承諾する割合（3
2.6%）より高かった。自身に対して考えてい
る割合と比較して逆転していることがわか
る。また、臓器提供に関する子どもの考えに
ついて、子の臓器提供に対する考えを知りた
いと答えた人は57.6%であった。子の臓器提
供に対する考えを知らないと、いざという時、
自身が困ると思う人は48.9%、子と臓器提供
に対する考えを話し合いたい人は54.3%であ
った。このことより、道徳の授業後の親子の
対話は少ないものの、約6割が移植に関する
考え方について親子で話し合いたいと考え
ていたことがわかる。 
  授業実践では、脳死判定を受けた女児とそ
の家族の実話を用いた教材をもとに「いのち
の有限性」や「つながる命」を考える道徳授
業を設計した。授業後半には対話支援ツール
を組み合わせ、生徒同士で自らの立場を言語
化・共有する活動を導入した。授業を行った
ことにより結果として生徒からの意見では、
次のものが得られた: 
・曖昧だった臓器移植についての知識が整理
され、自分なりの立場や理由を整理すること
ができた。 
・相手の意見に耳を傾ける中で、自分とは異
なる考え方があることを自然に受け入れ、多
様な価値観への寛容さが育まれた。 
・異なる立場に直面した際にも、安易に否定
することなく「なぜそう考えるのか」を尊重
する態度が芽生えた。 
・授業での対話が家庭へと広がり、家族との
自然な会話のきっかけになった。 
 また、帰宅後に「今日の授業で臓器移植につ
いて考えた」「自分はこう思った」と話題に
してみたいと話す生徒も多く、授業内容が家
庭内で共有される例が見られた。 
  対話支援ツールを活用した授業の取り組

https://mokab.github.io/transplantapp/
https://mokab.github.io/transplantapp/
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みにより、従来型の「授業内で完結し、感想
を書いて終わる」形式とは異なり、互いに問
い合い、意見を共有し合いながら学びを深め
るアクティブな授業が実現した。さらに、生
徒たちは「自分の思いを誰かに伝える」「相
手の思いを受け止める」という行為そのもの
が、生命倫理の本質に触れる体験であること
に気づき、授業で扱った「生命の尊重」の価
値を実感するに至った。 
 
5)海外渡航の注意喚起動画作成 
DICG(The DECLARATION of ISTANBUL 

on ORGANTRAFFICKING and TRANSPLA
NTTOURISM)が公開した患者向けパンフレ
ットのビデオ版（https://www.declarationofista
nbul.org/resources ）の日本語翻訳動画を制作
した。動画は移植医療基盤整備研究事業の専
用YouTubeチャンネルを作成し、2023年11月
23日(木)AM8:00、海外での臓器移植無許可あ
っせん判決の5日前一般へ公開、厚生労働省
より関連学会や団体へ周知通達された。(動画
URL：https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oN
bAgW9w2MyPCH7) 

作成にあたり、次を留意した。⑴日本語翻
訳時に医師監修のもとメッセージを追加す
る。これは、海外渡航はだめだと示すだけで
はなく、「それならどうしたらいいのか？」
という患者の気持ちへの回答となるように
「各国は臓器提供の自給自足の達成に努め
るべきです。」と追加した。これはイスタン
ブール宣言の「11.各国は臓器提供と臓器移植
の自給自足の達成に努めるべきである。」よ
り翻訳時医学監修を得てなされた。⑵概要欄
にイスタンブール宣言2018日本語版URLを
記載する。英語ではなく母国語で内容を把握
できるため、障壁も低く伝わりやすくなる。
⑶負担になりにくい動画再生時間（2分39秒）
とした。 
総視聴回数は1,413回、インプレッションの

クリック率が19％と高かった（2024年4月15
日現在）。最も視聴回数が多い時期は海外の
渡航移植無許可あっせん判決後（2023年11月
28日前後）である。また、主な視聴デバイス
はパソコン76.6%、流入経路は直接入力また
は不明60％、外部32％、YouTube検索4％であ
った。厚生労働省からの周知通達を受けた関
連学会や団体のほかに、地方自治体でも閲覧
された。 

 
6)自治体や都道府県Co.に負担をかけない地域
の啓発施策支援のしくみ構築（『科学的根拠に
基づく地域連携・啓発マニュアル』とwebsiteの
作成） 
  過去2年間の成果を踏まえ、意思表示行動
メカニズムに基づく啓発プロセスを整理し、
『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュ
アル』の改訂を行った。このマニュアル、「ど
う啓発すればよいか」ではなく、「なぜその
方法が有効か」という根拠を明示する構成と
し、行動科学に基づく3つの因子:「抵抗感の
低減」「価値の認知」「対話経験の促進」を
軸として、啓発の実践を提案している。 
また、当該ウェブサイトには、「迷ってま

すカード」「意思表示支援ツール」「模擬授
業動画」など、各要素に対応する実践資材を
掲載し、実施者が目的や対象に応じて適切な
資材を選択できるように設計されている。加
えて、島田分担班による各都道府県の成功事
例や、吉住分担班の教育資材も掲載し、本研
究班の成果を総括的に提示した。 
 
7)学際的な国際連携と成果発信 
医療分野にとどまらず、行動科学を基盤とす

る学際的なネットワークを構築した。また、学術
的な国際発信の一環として、行動科学分野の国
際組織であるInternational Social Marketing A
ssociationのデータベースに、日本における行
動科学に基づく移植啓発事例2件が掲載される
運びとなった。 

 
③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
R4-5 年度は，臓器移植に関する市民公開講

座の効果を評価した。「公開講座」は聴講者の

臓器移植に対するイメージをポジティブに変化

させ，臓器提供の行動ステージ変容に一定の

効果があった。R5-6 年度は市民を対象とした

定量調査を実施した。福島県民の臓器移植/提
供に対する考えは，提供の多い岡山県や岩手

県と比較して，乖離を認めなかった。福島県

の 5類型病院訪問による聞き取り調査を行い，

提供の体制整備が不十分であり，地域の臓器

提供に対して障壁となっていることが示さ

れた。 
 
④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
R4 年度（江川班）は，日本移植学会主催の

メディアワークショップを開催し，同時にメ

ディアのニーズも把握し，医療者と社会の対

話の有り方を改善した。その成果を『移植』

に公表した。R5-6 年度（吉住班）は，医療関

連学生への啓発として，徳島大学医歯薬学部

１年生，博多メディカル専門学校 3 年生，宮

崎大学看護学科 2 年生，福岡歯科大学研修医

に講義を行った。講義後の調査結果，大学入

学前の移植に関する講義受講割合は 8割以上

であることが確認された。また，高校生対象

の講義実施から，問題点の抽出と解決策を検

討した。さらに，医学教育コンテンツを作成

し，大学関係者及び移植内科への説明資料に

取り入れることを検討している。 
 

 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
R4 年度は，臓器提供実施に必要な医療者ポ

ジティブ要因(インセンティブ，患者・家族ケ

アなど）に着目した探索的調査を行い，イン

https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
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タビュー調査の準備を行った。なお，研究計

画書は山口大学の倫理委員会で承認された。

R5 年度は，複数の臓器提供実績がある 7 施

設のインタビュー調査を行い，R6 年度はイン

タビューの逐語録を分析し，行動科学に基づ

くモデルを構築した。 
 
Ｄ．考察  

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

行政との連携調査から見えてきたことして、ほ

とんどの都道府県で担当者とのやり取りが疎遠

であることが判明した。徳島県では医療政策課

が、移植啓発を担当しているが、我々も表敬訪

問して、半年後には担当者が交代していた。た

だし、密に連絡を取りあい、行政窓口を明確化

し、県知事のような影響力の強いリーダーシップ

をとる存在にも働きかけることで、円滑な啓発事

業が可能となると考える。また、啓発モデルの取

り組みを全国で共有するために、Website 構築

が必要となる。 
 
②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
1)既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化 

本研究における全 16,050 名の意思表示率は

12.7％であり、2017 年度内閣府世論調査と同

水準であったことから、標本の妥当性が確認

された。国際比較調査（瓜生原, 2021）では、

英国・ドイツの意思表示率・意思決定率が日

本の約 2 倍であり、意思決定の促進が我が国

の課題であることが示唆された。また、アウ

トカム指標として 7段階の意思表示行動変容

ステージを用いることで、対象層の可視化と選

定が可能となり、従来指標の限界を補う意義

が確認された。 
行動科学であるソーシャルマーケティング

の視点からは、行動障壁の除去、価値の提示、

動機づけの提供が行動促進に必要である。本

研究では、主な行動障壁として「臓器提供に対

する不安」が挙げられ、その要因として知識の

欠如が確認された。特に、提供後の遺体の返

還時間等に関する誤認が不安感につながっ

ていた。約 9 割が家族の意思を尊重したい、

約 8割が家族の決断負担を重く感じると回答

しており、意思表示の価値として「意思表示が

家族の心理的負担軽減につながる」ことが確

認された。また、「家族との対話」はすべての行

動段階において有効な動機付け因子であり、

さらに、献血経験も関心喚起や行動の契機と

なることが確認された。 
さらに、意思決定の先延ばし行動が大きな障

壁であることが明らかとなり、行動科学に基づく

介入の必要性が示唆された。 
 
2)「臓器提供迷ってますカード」の社会実装とそ

の評価 

「迷ってますカード」は、臓器提供に即断で

きない層に寄り添う第三の意思表示手段と

しての有効性が示唆された。本ツールは、「賛

成・反対」の二択では意思形成に至らなかっ

た者や心理的抵抗を抱く者に対し、関心喚起

や意思形成の入口として機能している。また、

啓発者側の「押し付けがましさ」に対する抵

抗感の軽減にも資する点は、新たな発見であ

った。特に、医療系進路を志望する若年層に

おいて、「迷っている」という選択肢の提示が、

講師の意見に左右されることなく、臓器提供

を主体的に考える契機となった点は注目に

値する。 
 
3)意思表示行動メカニズムに基づく対話支援

ツールの開発と検証 

対話促進においては、知識提供のみならず、

情報と対話をつなぐ「仕組みとしての支援」

が効果的であることが確認された。中学生や

市民を対象とした実証では、ツールを通じて

自発的な対話が生まれ、互いの考えの可視化

が進んだ。これにより、対話には心理的・構

造的支援が必要であることが示された。 
しかし、生命に関わる話題であるがゆえに、

ツール単独での活用には限界があることも

明らかとなった。特に未成年や家庭において

は、学校教育との接続や事例提示など、導入

環境の整備が不可欠である。たとえば、「迷っ

てますカード」によって示された“迷い”を、

“語る”“共有する”段階で本ツールにつなげ

る工夫や、中学道徳教材「道徳ココログ・ノ

ート」への掲載は、本ツールの普及と実践の

拡大に資する取組といえる。 
 

4)中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内

対話の促進 

  本研究では、中学生を対象に、臓器提供に

関する価値観形成と家庭内対話の接点を探

る道徳授業の開発と、その実践における障壁

の除去を試みた。15 歳から意思表示が可能と

なることを踏まえ、「YES／NO」を迫るので

はなく、多面的に考える機会を重視した。中

学校教員への実態調査により、知識の不足や

伝え方への不安といった知識的・心理的障壁

が明らかとなり、それを基に Web サイト「生

命の尊さを伝える広場」を開設し、模擬授業

動画等を提供したところ、高い評価が得られ

た。現場の制約を考慮し、信頼性ある教材と
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事前説明により教育的正当性を確保すると

ともに、授業中の「対話・意思決定支援ツー

ル」の活用が、家庭内対話の広がりにもつな

がることが示唆された。 
 
6)自治体や都道府県等に過度な負担をかけな

い啓発施策支援の仕組みの構築 

従来の情報提供型啓発から、「行動科学に基

づく行動変容型啓発」への転換の必要性が明

確となり、これまでの取り組みを統合し、行

動科学およびソーシャルマーケティング理

論に基づいた啓発マニュアルと啓発専用ウ

ェブサイトを作成した。これらは、研究で確

認された「意思表示に至る行動メカニズム」

を踏まえた実践的構成となっており、市民、

教育者、医療従事者、政策立案者など、多様

なステークホルダーに対応するテーラーメ

イド型の資材を、一連の啓発プロセスとして

有機的に統合している。 
特に、「行動変容は偶然ではなく、科学的に

設計可能である」という立場に立ち、啓発活

動を「考える→実施する→評価する」の 3 段

階に整理した点は重要である。各段階には、

対象別アプローチ、共創的関係性の構築、倫

理的配慮といった多角的視点が組み込まれ

ており、従来の一方向的な啓発とは一線を画

す、実践知に基づく構造化の成果と評価でき

る。 
また、マニュアルとウェブサイトは、「誰に

でも使える」汎用性よりも、「現場で使いたい」

と感じられる構造を重視し、フローチャート

や事例提示を通じて、実践者が地域や対象者

の状況に応じて柔軟に選択・活用できる設計

となっている。さらに、受け手を受動的な対

象ではなく共創的パートナーと捉える視座

を提示し、「ともに考える啓発」を可能にした

点は、価値観形成と行動変容をつなぐ新たな

実践モデルとして意義深い。 
さらに、ウェブサイトには、動画による補足

説明や対象別ナビゲーション機能などが備

えられており、時間的・人的制約のある自治

体や医療現場においても実装可能性が高い。

今後は、地域ごとの試行と評価を通じた継続

的な改善により、「科学的啓発支援エコシス

テム」の中核資材として、他領域への応用も

含めた発展が期待される。 
 
【全体の意義】 

本研究は、意思表示行動の理解から、行動

支援ツール、教育、社会実装までを統合的に

取り組んだものであり、市民の態度変容・対

話促進・意思形成に寄与する多層的・科学的

アプローチを提示した。今後は、地域ごとの

実装と評価を通じた持続可能な啓発支援モ

デルの確立が期待される。 
 
③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
研究１：移植に関する市民公開講座での意識

調査 

本研究では、臓器提供および臓器移植の普

及啓発を目的として市民公開講座を開催し、ア

ンケートを用いて、臓器移植の意識調査を実施

した。比較対象として、令和3年9月に実施され

た「移植医療に関する世論調査」の結果（内閣

府のHPに公開）を参照した。 

公開講座の参加者の内訳では、年齢で30歳

代、40歳代、50歳代が全体の約7割を占め、医

療従事者が35％と多い結果であった。 

臓器提供に関する行動変容ステージを調査

した問1では、「関心なし」の回答はなく、「関心

がある」が22名（46％）と最も多く、「意思表示を

行っている」が17名（36％）と多かった。世論調

査結果では、「関心なし」が16％、「意思表示を

行っている」が11.2％であり、大きく異なる点であ

った。臓器提供の意思表示を行っていない理由

については、抵抗感、不安感があるという回答

がおよそ58.3%、50.0％であり、世論調査の27.

1％、34.3％を上回る結果であった。 

 「公開講座」前後で、アンケート調査結果を

比較した結果から、一般啓発の社会実装介入と

して実施した「公開講座」の介入効果を考察した。

行動変容のステージでは、「関心があるが、臓

器提供する/しないは考えていない」の回答率

が23％から12.2％に減少し、「関心があるが、臓

器提供する/しないは考えている」あるいは「臓

器提供する/しないは決めたが、意思表示する

までは考えていない」の回答率が増加した。この

ことは、介入（公開講座）により、行動変容が次

のステージに移行したと考えられた。これらの結

果から、「公開講座」は聴講者の臓器移植に対

するイメージを変化させ、臓器提供の行動ステ

ージの変容に一定の効果があったものと考えら

れる。 

研究２：市民を対象としたWEBアンケート調査 

福島県民の臓器移植の意識について定性/

定量調査を行った。また、人口あたりの臓器提

供数が少ない福島県の県民意識と状況を、臓器

提供の多い岡山県および岩手県と比較した。 

福島県民の臓器提供の意思では、提供した

い；43%、どちらかといえば提供したくない19%で

あり。岡山県、岩手県と比較して、差は認められ

なかった（岡山県；42%,21％、岩手県；49%, 17%）。

臓器提供の行動変容４段階ステージ（関心なし/

関心あり/意思決定/意思表示）の回答率は、福

島；27％/49％/11％/13％、岡山；31%/44%,12%/
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13％、岩手；27%/46%/13%/14%）であり差は認め

なかった。本調査により、福島県民の臓器移植/

臓器提供に対する意識は、臓器提供の多い岡

山県や岩手県と比較して、乖離を認めなかった。

いずれの県においても、臓器提供には関心があ

るという段階に留まる市民が多く、意思決定/表

示への行動変容を促す啓発の必要性が示され

た。 

福島県の回答者について、行動変容ステー

ジと臓器提供を受けたいと思うか、臓器提供の

決断に対する負担、過去の経験を調査した結果、

それぞれの回答率に行動変容ステージと関連を

示した。特に、過去の経験では、臓器移植/提供

について家族と話した経験が「一度もない」という

回答は、関心なし/関心あり/意思決定/意思表

示で、それぞれ90％、73％、61％、41％と大きな

変化が見られた。このことから、過去経験が臓器

提供の行動変容ステージを進める要因となって

いる可能性が示唆された。今後、臓器提供に関

して家族と対話するきっかけを作るための施策

が重要であると考えられる。実際に、福島県の10

代の回答では、臓器提供に関心があり臓器提供

をする・しないを考えていると回答した比率はほ

かの年代より高いことが明らかとなった。これは、

臓器移植を題材とした生命の尊さに関する学習

が義務教育の現場で取り上げられていることが

影響している可能性と考えられる。 

研究３：福島県の5類型病院訪問による聞き取り

調査、研究４：臓器提供施設連携構築における

課題の抽出、研究5：福島医大における臓器提

供事案の検討 

福島県内の5類型病院の院長、看護師長、救

急科部長、院内コーディネーターを対象に聞き

取り調査では、福島県立医科大学を除く福島県

における5類型病院10施設のうち、9施設におい

て『現状で臓器提供の実施は困難』と回答がっ

た。多くの施設において臓器提供に対する体制

整備の遅れや人員不足、職員の経験不足や意

識改革の必要性という問題点を抱えていることが

明らかになった。院内体制整備状況では、マニ

ュアルの改訂がなされず、院内の勉強会やシミ

ュレーションが実施されていないことが判明した。 

 地域の拠点施設となっている福島県立医科大

学における臓器提供の体制について、令和 6 年

の臓器提供事案から考察した。その結果、拠点

施設にあっても、臓器提供プロセスに係る院内

体制整備は不十分であり、主科に多くの負担を

強いている現状が明らかとなった。拠点施設に

おける臓器提供の経験と体制整備構築のノウハ

ウを、福島県における関連施設（5 類型病院）に

共有し、地域における臓器提供プロセスの促進

を図ることが極めて重要であると考えられた。 
 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
 メディアが「継続的に記事を書く」ための

行動障壁として，ドナーやレシピエントなど

当事者へのアプローチの難しさ，リアルタイ

ムのデータが手に入らないこと，知識不足が

挙げられた。一方，移植医療についての記事

を書くことに感じる意義や価値として，一般

に現状を伝えること，移植医療に関心を持っ

てもらうこと，ドナーの増加につながること

が多く挙げられた。また，動機としては，当

事者の話や統計的データ，移植学会で様々な

議論を聞くことが挙げられた。記者自身が知

識や適切なデータを得て，当事者の声を聴き，

現在の課題，課題解決への糸口を市民に伝え

ることで，市民が関心をもって意思表示など

の行動を起こすことに寄与できると実感す

ることが重要と考えられる。そのために，ま

ず，移植学会が定期的にメディアへの情報提

供を行うことが不可欠である。 
医学生への講義及びアンケート調査から、

多くの学生が移植について学んだ経験があ

ることが明らかになった。講義後のアンケー

トでは、臓器移植に対する前向きな回答が得

られるものの、継続的な啓発活動が重要であ

ることを認識した。学生への啓発においては、

まずは（医療系ではない）一般人として移植

について理解してもらい、その後に医療従事

者として移植啓発の運動を行ってもらう必

要があると考えられた。特に、臓器提供の意

思表示をするかどうかといった身近な問題

から議論を広げていく必要があると考えら

れた。 
 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
1. インタビュー語りのコード化とカテゴリ

化 

本研究では、脳死下臓器提供に関与した医

療者の語りを質的帰納的に分析し、個の要因、

環境要因、患者・家族要因、行動意欲の 4領

域に整理した。 

個の要因には、臓器提供対応の多忙さへの直

面、患者家族との死生観の共有、自己効力感

や医療者としての責務の意識などが含まれ

ていた。これらの語りから、臓器提供は単な

る医療行為に留まらず、医療者自身の価値観

や職業的アイデンティティを深く揺さぶる

プロセスであることが示された。環境要因に

関しては、チーム医療体制の整備や組織文化、

上司の姿勢が医療者の臓器提供への関わり

に大きな影響を与えていることが明らかと

なった。とりわけ、臓器提供に肯定的な組織
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風土とスタッフ支援体制の存在は、医療者の

行動意欲を支える重要な要素であった。また、

患者・家族要因では、家族の強い意志や提供

後の感謝の反応が、医療者の意欲を高め、臓

器提供行為に対する肯定的な意味づけを促

進していた。 

これらの結果は、医療者が臓器提供に対して

抱く葛藤や達成感、使命感が多層的要因によ

って形作られていることを示している。  

2. 行動科学理論を参考に作成した仮説モデ

ル 

行動科学理論に基づき作成した仮説モデ

ルでは、個の要因、環境要因、患者・家族要

因が行動意欲に影響を与え、行動意欲が具体

的な臓器提供支援行動へとつながるプロセ

スを示した。さらに、行動後には達成感や安

堵感といったポジティブな行動結果の認知

が、次回以降の行動意欲を強化するという循

環的構造が示された。これは、臓器提供に関

わる医療者の行動が一過性のものではなく、

経験と自己効力感の蓄積により維持・強化さ

れることを示唆している。特に、ドナー管理

の成功体験や、救われる命に寄与できたとい

う実感は、医療者自身の職業的成長にもつな

がっており、臓器提供対応の継続的な質向上

に寄与している可能性が考えられる。 

このように、行動意欲の形成には個人的な倫

理観や価値観だけでなく、組織的支援と患者

家族からの社会的承認が密接に関与してい

ることが、本モデルの特徴である。 

3. モデルのフィードバックと検証 

作成した仮説モデルについてインタビュ

ー対象者にフィードバックを行った結果、モ

デルの構成は対象者の実感とも概ね一致し

ていることが確認された。特に、初回の臓器

提供対応時には、個人の意欲だけでは対応し

きれず、周囲の支援や組織的環境が大きな影

響を与えていたという意見が寄せられた。こ

のことは、本モデルにおいて環境要因が行動

意欲の形成に不可欠な役割を果たしている

という構造の妥当性を裏付けるものである。 

また、対象者から補足的意見や大きな修正

要望がなかったことは、抽出されたカテゴリ

とモデルの概念枠組みが臓器提供における

医療者の実態を的確に反映している可能性

を示している。 

したがって、本研究で構築した認識モデル

は、今後の臓器提供支援策の立案に活用可能

な基礎資料となり得ると考える。 

 

Ｅ．結論 

研究分担班別の主な結論は以下のとおり

である。 

 

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

全国啓発の加速のためには、行政と、医師・コ

ーディネータの密な連携が重要であり、 “モデ

ル啓発事例”を各都道府県で共有し、チーム作

りをしていく必要がある。 

 

②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
本研究は、臓器提供数が少なく啓発活動も

活発でない地域においても有効な啓発プロ

セスを開発し、科学的根拠に基づく地域連

携・啓発マニュアルの作成を目的とした。

16,050 名を対象とした調査により、「意思表

示に至る行動メカニズム」の妥当性が確認さ

れ、臓器提供に関する啓発には、行動変容ス

テージに応じた施策立案が必要であること

が明らかになった。 
特に、臓器提供に対する「抵抗感の低減（誤

情報修正など）」、「家族の負担軽減に関する

認知の促進」、「家族との対話経験」の 3 つが

意思表示を促す重要な要因であることが判

明した。また、約 8 割が家族の意思決定に負

担を感じ、9 割が家族の意思を尊重したいと

考えていることから、意思表示による家族の

心理的負担の軽減を周知する必要性が指摘

された。加えて、対話を促すには「話そう」

という単なる呼びかけでは不十分であり、自

発的対話を生む具体的な仕組みや、意思決定

の先延ばしを防ぐ工夫が求められる。 
このような課題に対応するため、「臓器提

供迷ってますカード」を開発し、学生や一般

市民を対象とした調査でその有効性を確認

した。このカードは即断できない人の立場に

配慮した第三の意思表示手段として評価さ

れ、広告賞も受賞した。また、科学的知識の

確認をきっかけに対話を促す「対話・意思決

定促進ツール」も開発され、中学生や一般市

民への調査で有用性が示され、『ココログノ

ート』という道徳教材にも採用された。 
教育現場の役割にも着目し、2019 年に中学

校道徳教科書に臓器移植教材が導入された

一方、教員の不安から授業実施が進まない課

題があった。そこで、授業に関する行動障壁

や動機づけ要因を調査し、それに基づく支援

サイト「生命の尊さを伝える広場」を開設。

模擬授業動画や指導案を提供し、「対話・意思

決定促進ツール」を活用した授業により、生

徒間や家庭での対話促進効果も確認された。 
以上の成果から、単なる情報提供ではなく、
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行動科学に基づく「行動変容型啓発」への転

換が必要であることが示された。完成したマ

ニュアルとウェブサイトは、全国の地域主導

型啓発施策の基盤として活用されるととも

に、試行と評価を通じて改善され、他分野へ

の応用も可能な科学的啓発支援エコシステ

ムの中核資材としての発展が期待される。 

 

③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
 本研究により、福島県民の臓器移植/臓器

提供に対する考えは、臓器提供の多い岡山県

や岩手県と比較して、乖離を認めなかったと結

論づけられた。いずれの県においても、臓器提

供には関心があるとする回答が最も多く、意思

決定、意思表示への行動変容を促す啓発の必

要性が示された。 

 また、行動変容ステージに関連する過去の体

験として、『家族あるいは友人との対話』が示され

た。今後、臓器提供に関して家族と対話するきっ

かけを作るための施策が重要であると考えられ

る。 

福島県の5類型病院では、臓器提供の体制整

備が不十分であり、地域の臓器提供に対して障

壁となっていることが示された。今後、拠点施設

（福島県立医科大学）が中心となり、各施設の院

内体制整備の構築と地域連携が重要である。 

 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（吉住分担班） 
  移植学会は、定期的なメディアへの情報提

とその内容、当事者とメディアとの橋渡し方

法、学会開催時にその学会のトピックスをわ

かりやすくメディアへ解説する試みを検討す

ることの必要性が示唆された。 
臓器提供のプロセスにおいて、生前臓器提供

の意思表示、及び家族の自発的な提供の申し

出が増加することは、移植啓発の一助となり

えると考えられる。学生への講義を通して、

移植について考えてもらうこと、そしてその

考えが周りに広がることが重要だと考えられ

た。また、意識変容には、繰り返す啓発活動

の重要性が示唆された。さらに、今後は、教

育のためのコンテンツの普及も重要と考えら

れた。 

 

④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
  本研究では、脳死下臓器提供に関与した医

師および看護師を対象に、臓器提供に対する

認識と行動意欲の形成過程を質的に分析し、

行動科学理論に基づく認識モデルを構築した。 

その結果、医療者の行動意欲は、個人の感

情や価値観、自己効力感などの「個の要因」、

職場環境やチーム支援といった「環境要因」、

患者家族からのフィードバックである「患者・

家族要因」によって多面的に形成されること

が明らかとなった。 

さらに、行動結果の認知や経験の積み重ね

が、行動意欲を持続・強化する循環的プロセ

スも示された。 

対象者へのフィードバックにおいても、初

回の臓器提供対応時に周囲の支援や組織的支

援が不可欠であったことが指摘され、本モデ

ルの妥当性が支持された。 

これらの結果は、臓器提供に関与する医療

者の支援において、個人の能力向上だけでな

く、組織的体制整備や文化醸成が重要である

ことを示唆している。 

今後は、本研究で得られた知見を基盤として、

臓器提供に関わる医療者の育成支援、チーム

医療体制の強化、臓器提供文化の醸成に向け

た施策を推進していくことが求められる。こ

れにより、日本における脳死下臓器提供の更

なる適正化・推進に資することが期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

〇瓜生原葉子 
・瓜生原葉子「医療のエコ活動に対するソー

シャルマーケティングの貢献」『同志社商学』

第 75 巻第 6 号、pp.1093-1121、2024. 
・瓜生原葉子、江川裕人「メディアが臓器移

植に関する記事を継続的に発信するための環

境整備-日本移植学会メディア・ワークショッ

プのアンケート結果から-」『移植（Web）』

第 58 巻第 2 号、pp.109-117、2023. 
・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャ

ルマーケティングの実装事例」『日本ヘルス

マーケティング学会誌』第 1 巻第 1 号、 pp.14-
21、2023. 
・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングに

基づく新型コロナ感染症対策」『同志社商学』

第 74 巻第 6 号、pp.825-868、2023. 
・瓜生原葉子「人生 100 年時代を支える医療

イノベーションと医療のエコ活動」『同志社

商学』第 74 巻 2 号、pp.165-188、2022. 
・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングと

ソーシャルグッドに関する考察」『同志社商

学』、第 74 巻 1 号、pp.1-22、2022. 
 
〇吉住朋晴 
・吉屋匠平、戸島剛男、吉住朋晴「肝移植の
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現状と課題」『BIO Clinica』40 巻、1314-9 頁、
2025. 
・筒井由梨子、伊藤心二、戸島剛男、本村貴

志、湯川恭平、吉住朋晴「移植医療のやりが

いと課題」『外科』87 巻、182-5 頁、2025. 
・吉住朋晴（2024）「臓器移植の歴史」『臨床

と研究』101 巻、1-3 頁、2024. 
・戸島剛男、伊藤心二、吉住朋晴「肝移植の

最前線」『Precision Medicine』7 巻、1052-6 頁、
2024. 
 
〇渥美生弘 
・渥美生弘、出口美義、中安ひとみ「小児、

教育、記録、宗教、法律に関する課題」『日

本集中治療医学会雑誌』第 29 巻 Supplement2 
号、pp.S41-S49、2022. 
・有松優行、渥美生弘、諏訪大八郎、大熊正

剛、土手尚、石田惠章、齋藤隆介、古内加耶、

小林駿介、伊藤静、徳山仁美、中安ひとみ、

出口美義、光定健太、角屋悠貴、武田栞幸、

田中茂「臓器提供の意思があったが虐待の可

能性が否定できず臓器提供に至らなかった小

児の 1 例」『脳死・脳蘇生』第 34 巻第 2 号、

p.91-94、2022. 
・小野元、安心院康彦、渥美生弘、稲田眞治、

國島広之、嶋津岳士、横堀將司、吉川美喜子、

横田裕行、江川裕人、水谷敦史、大宮かおり、

小川直子、中村晴美「脳死・臓器組織移植に

関する委員会 臓器提供経験施設への実態調

査研究に基づく新たな体制構築に関する提言

(Ver.1)」『日本救急医学会雑誌』第 33 巻第 8
号、pp.436-463、2022. 
・横堀將司、横田裕行、渥美生弘、黒田泰弘、

内藤宏道、西山慶、林宗博、平尾朋仁、本多

ゆみえ、師岡誉也、吉川美喜子、稲田眞治、

小野元、伊藤友弥、江川裕子、沢本圭悟、岩

永航「一般社団法人日本救急医学会脳死・臓

器組織移植に関する委員会 委員会報告 脳

死下臓器提供におけるアンケート調査 脳死

判定を目的とした転院搬送の考察をふまえて」

『日本救急医学会雑誌』第 33 巻第 8 号、p.421-
435、2022. 
 
2.  学会発表 

 

〇島田光生 
・齋藤裕, 島田光生, 寺奥大貴, 山田眞一郎, 
池本哲也, 森根裕二「徳島から発信する移植

普及啓発 -医療系学生への命の授業・全国移

植啓発チーム設立-」第60回日本移植学会総会

（長崎）要望演題、2024.9.12-14. 
・齋藤裕、島田光生、寺奥大貴、山田眞一郎、

池本哲也、森根裕二「脳死肝移植ドナー不足

解消にむけての普及啓発活動- 医療系学生に

対するドナーアクション（命の授業）の必要

性 –」第58回日本移植学会総会（名古屋）一

般口演、2022.10.13-15. 
 
〇瓜生原葉子 
・Yoko Uryuhara (2024) "Research on musica
l events as a way of facilitating dialogue wit
h families about organ donation", European S
ocial Marketing Conference, Slovenia. 
・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした意思決

定支援ツールの開発」第60回日本移植学会総

会（長崎）2024.9.12-14. 
・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした科学的

根拠に基づく戦略的な臓器移植啓発モデルの

構築」第60回日本移植学会総会（長崎）2024.
9.12-14. 
・瓜生原葉子「臓器移植に関する教育の実態

と展望―全中学校を対象とした3年間の調査

結果から―」第60回日本移植学会総会（長崎）
2024.9.12-14. 
・瓜生原葉子，多田義男「臓器移植を題材と

した授業の指導方法の開発‐全中学校を対象

としたアンケート調査結果から現代的課題に

ついて考える道徳の授業‐」第103回日本道徳

教育学会（金沢）2024.6.30. 
・瓜生原葉子「「意思表示の行動変容メカニ

ズムモデル」を用いた啓発施策立案への示唆」

第59回日本移植学会（京都）2023.9. 
・瓜生原葉子「高校における臓器移植の授業

の実態 全高校を対象とした調査結果報告」第

59回日本移植学会（京都）2023.9. 
・瓜生原葉子「臓器提供増加のための施策 行
動科学を基盤とした科学的根拠に基づく臓器

移植啓発モデルの構築」第59回日本移植学会

（京都）2023.9.   
・瓜生原葉子「全中学校を対象とした生命の

尊重に関連した授業実施についての調査結果

－現代的な課題、臓器移植を題材とした授業

に焦点をあてて－」第101回日本道徳教育学会

（新潟）2023.7. 
・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャ

ルマーケティングの実装事例」（第1回ヘルス

マーケティング学会（名古屋/オンライン））、
2022.10. 
・瓜生原葉子「中学生の親は，臓器移植に関

する道徳の授業について子と対話をしている

のか」第58回日本移植学会総会（名古屋）20
22.10.13-15.  
・瓜生原葉子「全中学校を対象とした道徳に

おける臓器移植の授業実施に関する調査結果」

第58回日本移植学会総会（名古屋）2022.10.1
3-15. 
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〇丸橋繁 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

一郎、千葉裕仁、武藤亮、月田茂之、東孝泰、

大関篤、菅原良太、木村隆、見城明、瓜生原

葉子、丸橋繁「福島県民の臓器移植に関する

意識調査―臓器提供の多い地域との比較―」

第60回日本移植学会総会（長崎）2024.9.12-1
4. 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

郎、武藤亮、月田茂之、東孝泰、木村隆、見

城明、瓜生原葉子、丸橋 繁「臓器移植に関

する福島県民の意識調査」第59日本移植学会

（京都）2023.9.21-23. 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

郎、武藤亮、月田茂之、東孝泰、木村隆、見

城明、瓜生原葉子、丸橋 繁「膵臓移植の普

及啓における市民公開講座の効果」第59回日

本移植学会（京都）2023.9.21-23. 
 
〇吉住朋晴 
・吉住朋晴「諸君、狂いたまえ」第19回 日本

移植・再生医療看護学会学術集会教育セミナ

ー（宮崎）2024.11.2. 
・吉住朋晴「日本移植学会の臓器提供普及啓

発」第60回日本移植学会総会 移植学会認定

レシピエント移植コーディネーター教育セ

ミナー（長崎）2024.9.12. 
 
〇渥美生弘 
・山本小奈実、渥美生弘、立野淳子、高橋恵、

藤平春加、荒川裕貴、林美恵子・加藤智子、

瓜生原葉子「救急・集中治療における脳死下

臓器提供を経験した医師と看護師の認識の

変化と課題」第 60 回日本移植医学会学術総

会（長崎）、2024.9.13 
・渥美生弘「臓器提供-誰のために行うのか-」
第 47 回日本脳神経外傷学会（東京）2024.3.1. 
・渥美生弘「救急集中治療における終末期に

対する考え方の成熟が必要である」第 57 回

日本臨床腎移植学会（名古屋）2024.2.15. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」宮城県第

15 回移植医療推進会議（宮城）2024.2.7. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」心移植サ

ポート」（Web）2023.10.28. 
・中安ひとみ「Consider the causes of low organ 
donation in Japan by the GCS3 registry  
ISODP ２０２３」（Mandalay）2023.10.19. 

・渥美生弘「共に歩む」小松市民病院講演会

（石川）2023.10.12. ・渥美生弘「患者の思い

に応えるために」日本移植会議公開シンポジ

ウム（東京）2023.9.30. 
・渥美生弘「ドナーの転院搬送が開始になる

院内コーディネーターの役割の今後」第 24回
兵庫県臓器提供懇話会（兵庫）2023.9.29. 
・渥美生弘「急性期終末期医療における代理

意思決定支援とは」 JATCO 症例検討会  
（Web）2023.9.2. 
・渥美生弘「脳死・心停止ドナー候補者発生

施設での対応」日本看護協会（Web）2023.6.
20. 
・渥美生弘「患者の思いに応えるために」令

和4年度 第2回沖縄県移植情報担当者会議

（沖縄）2023.3.9. 
・渥美生弘「患者家族と協働する」山口大学

臓器移植コーディネーター院内研修会（山口）
2023.3.8. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」島根県立

中央病院（島根）2023.2.21. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 臓

器提供勉強会 富山県立中央病院（富山）
2022.10.28. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 福

井県臓器提供普及啓発協議会（Web）2022.8.17. 
・渥美生弘：救急・集中治療における臓器提

供 第 44 回日本呼吸療法医学会学術集会（横

浜）2022.8.7. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 日

本移植学会次世代リーダー養成講座（Web）
2022.7.23.  
・渥美生弘：臓器移植における基礎知識と看

護実践 日本看護協会（Web）2022.6.22.  
・渥美生弘、横田裕行：臓器提供ハンドブッ

ク 第 34 回日本脳死脳蘇生学会（Web）
2022.6.19. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

  なし 

3.その他 

なし 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．分担研究報告書 
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厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業） 
 令和4年度～令和6年度  

分担研究報告書 
 

啓発に必要な資源の明確化と有効活用に関する研究   
 

研究分担者 島田 光生 徳島大学大学院医歯薬研究部 消化器・移植外科学 教授 
研究協力者  齋藤 裕  徳島大学大学院 講師 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

Ａ．研究目的 
  地域に必要な啓発資源を明確化し、啓発事例
の網羅的な把握を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
  下記内容のアンケート調査を実施 
１） 各都道府県に対する啓発資源・実態につい

ての調査 （医療従事者，行政，市民団体，
賛同企業など） 

２） 行政との連携調査 
３） モデル啓発事例の共有 
 
Ｃ．研究結果 
 協働先（移植学会臓器提供普及啓発委員会，J
OT，都道府県コーディネータ）と新たな移植啓
発チームの体制を整備し、47 都道府県の啓発
実態・資源（医療従事者・行政・市民団体・賛
同企業など）について網羅的な調査を行った。 
平均的には、年に1回程度の啓発活動、約10-50
万の費用が必要、行政・医師・コーディネータの
連携が非常に重要であり、コーディネータの負担
が大きいことが判明した。さらに、行政との連携調
査を実施したとろ、行政担当者と医師/コーディネ
ータ間のやりとりが疎遠であり、また、行政担当者
が年単位で変更しているところがほとんどであっ
た。 
三位一体となって活動している都道府県は少な
いながら存在し、熊本県及び長崎県の啓発モデ
ルを抽出し、情報共有した。 
 
Ｄ．考察 
 行政との連携調査から見えてきたことして、ほと
んどの都道府県で担当者とのやり取りが疎遠であ
ることが判明した。徳島県では医療政策課が、移
植啓発を担当しているが、我々も表敬訪問して、
半年後には担当者が交代していた。ただし、密に
連絡を取りあい、行政窓口を明確化し、県知事の

ような影響力の強いリーダーシップをとる存在にも
働きかけることで、円滑な啓発事業が可能となると
考える。また、啓発モデルの取り組みを全国で共
有するために、Website構築が必要となる。 
 
Ｅ．結論 
全国啓発の加速のためには、行政と、医師・コ

ーディネータの密な連携が重要であり、 “モデル
啓発事例”を各都道府県で共有し、チーム作りを
していく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  該当なし 
 
 2.  学会発表 
 第60回日本移植学会総会  9/12-14 長崎 
  要望演題 
   齋藤裕, 島田光生, 寺奥大貴, 山田眞一郎 

池本哲也, 森根裕二 
徳島から発信する移植普及啓発  
-医療系学生への命の授業・全国移植啓発チ
ーム設立- 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
該当なし 
 
 2. 実用新案登録 
該当なし 
 
 3.その他 
該当なし 

研究要旨：本邦の臓器提供者数は世界の下位レベルにあり、臓器提供意思表示率も低下傾向で

ある（10.2%、2021 年 10 月) （内閣府 2021）。すなわち、行動変容メカニズムに基づく移植啓発が

必要となるが、特別な地域に特化した啓発活動ではなく全国一律の啓発が重要となる。本研究で

は、地域に必要な啓発資源を明確化し、啓発事例の網羅的な把握を行うことを目的とする。 
移植啓発に関する全国システムの構築として、移植啓発世話人（移植学会）ならびに都道府県コ

ーディネータ（JOT） を選出し、移植啓発チーム設置した。また、そのネットワークを活用し、全国一

斉アンケート調査を行ったところ、行政担当者と医師/コーディネータ間のやりとりが疎遠であり、コー

ディネータの負担が大きく、行政担当者が年単位で変更していることが多いことが判明した。少ない

ながらも行政と円滑に啓発運営をしている都道府県が存在し、長崎県及び熊本県を “啓発モデ

ル”として抽出し、全国に拡散することで、全国啓発の加速をねらいとする。 
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厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業） 

 令和4年度～令和6年度  
分担研究報告書 

 

地域啓発プロセスの開発とマニュアル作成に関する研究 

 

研究分担者 瓜生原葉子 同志社大学商学部教授/ソーシャルマーケティング研究センター長 

研究協力者 岡部 格明 同志社大学研修員/独立行政法人日本学術振興会 特別研究員(PD) 

研究協力者 酒井 謙 東邦大学医学部医学科 教授 

研究協力者 中村 英子 同志社大学研究開発推進機構研究支援課研究支援員（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援員） 

研究協力者 多田 義男 筑波大学附属中学校 教諭 

研究協力者 高橋 一広 筑波大学医学医療系消化器外科 講師 

研究協力者 田村 智 北里大学医学部医学科 助教 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究要旨： 
本研究の目的は、臓器提供数が少ない、啓発が活発でない地域においても活用され、効果的な

啓発活動を可能とする啓発プロセスを開発し、『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュアル』と

総合 website を作成することである。 
本研究では、以下の 7 つの課題に取り組んだ。①既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化、

②「臓器提供迷ってますカード」の社会実装とその評価、③意思表示行動メカニズムに基づく対話

支援ツールの開発と検証、④中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内対話の促進、⑤海外渡

航時の注意喚起動画の作成、⑥自治体や都道府県等に過度な負担をかけない啓発施策支援の

仕組みの構築（『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュアル』および専用ウェブサイトの作成）、

⑦学際的な国際連携と成果発信である。 
まず①において、既存の「意思表示に至る行動メカニズム」（瓜生原, 2021）の妥当性が改めて検

証され、臓器提供の意思表示の啓発については、行動変容ステージに基づき施策立案することの

必要性が確認された。また、意思決定・意思表示を促進する要因として、「抵抗感の低減（行動障

壁の除去）」、「意思表示が家族の悩みや迷いを軽減しうるという認知の促進（価値の提供）」、「家族

との対話経験（動機づけ）」に焦点を当てる重要性が示された。さらに、意思決定の先延ばし行動が

大きな障壁であることが明らかとなり、行動科学に基づく介入の必要性が示唆された。 
 この知見をふまえ、②では、迷いと向き合いながら、意思決定に至るまでの行動をあらかじめ宣言

することで先延ばし行動の回避を図る「臓器提供迷ってますカード」を開発し、学生および一般市民

を対象とした調査により、その有効性を検証した。臓器提供を即断できない人々の立場に寄り添う

「第三の意思表示手段」として、本カードの社会実装に一定の意義が認められた。さらに③におい

ては、「話そう」という呼びかけだけでは対話は自然に成立しないという課題に対し、科学的に検証

された知識の確認をきっかけとして自発的な対話を促す「対話・意思決定促進ツール」を開発した。

中学生と一般市民を対象とした実証により、その有用性が確認され、中学校道徳の補助教材『ココ

ログノート』への掲載にも至っている。 
 一方で、義務教育における学校教育も、臓器提供に対する理解の促進に不可欠である。2019
年、中学校道徳の教科書 6 社において、臓器移植を題材とした「生命の尊重」に関する教材が掲載

されたが、知識不足や対応への不安から、中学校教諭が授業実施を躊躇する傾向が課題であっ

た。その解決のため、④では、全中学校(10,145 校)を対象とした実態調査を実施し、授業実施の行

動障壁・ベネフィット・動機づけ要因を明らかにした。その結果に基づき、授業の準備・進行を支援

する目的で、ウェブサイト「生命の尊さを伝える広場」を開設し、模擬授業動画や指導案などの情報

提供を行った。さらに、また、③で開発した対話・意思決定促進ツールを活用した授業も実施・検証

した結果、生徒同士および家庭内での対話を促進する効果が確認された。 
以上の結果を通じて、従来の情報提供型啓発から、「行動科学に基づく行動変容型啓発」への

転換の必要性が明確となり、その知見をもとに、⑥『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュア

ル』および移植啓発ウェブサイトを作成した。これらは、今後、全国各地における地域主導型啓発

施策の基盤として活用されるとともに、各地域での試行実装と評価を通じて継続的に改善され、他

領域にも応用可能な「科学的啓発支援エコシステム」の中核資材としての発展が期待される。 
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Ａ．研究目的 
本研究の目的は、臓器提供数が少ない、啓

発が活発でない地域においても活用され、効
果的な啓発活動を可能とする啓発プロセスを
開発し、『科学的根拠に基づく地域連携・啓発
マニュアル』と総合websiteを作成することで
ある。 

1 年目の 2022（R4）年度は，既導出の意思
表示行動メカニズムを精緻化し，現状調査，
介入施策の策定，効果測定項目と方法，評価
の共創プロセスを開発する。 

2 年目の 2023(R5)年度は新たに 16,000 例の
調査・分析により、そのメカニズム、プロセ
スを検証する。さらに、行動科学に基づき必
要な要素を抽出し、時代や現場ニーズに応じ
て、実効性の高い啓発方法の開発を行う。 

最終の 2024（R6）年度は、過去 2 年間の研
究によって導出・精緻化された意思表示行動
メカニズムおよび、科学的根拠に基づき実施
された既存の啓発プロセスを用いて研究成果
の社会実装を目的とする。これまでの研究に
おいて、意思決定・意思表示の価値の提供に
関して、家族との対話経験が重要であること
が導出され、特に「対話をしよう」とのよび
かけでは不十分であることが課題であった。
特に R6 年度は、移植に関する正確な知識の
提供、対話を促進するための施策の実装、迷
いの存在を前提とした対応施策に重点的に取
り組んだ。また、これまでの研究成果を総括
したマニュアルおよび総合ポータルサイトの
構築を行う。 

 
Ｂ．研究方法 
①既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化：
11府県における意思表示行動メカニズムの再
検討 

R4年～R5年に、日本全国のうち、福島県を
含む11府県を対象としたwebによる定量調査
を実施した。対象地域の選定の理由は、人口
百万人あたりの臓器提供者数が多い5県（岡山
県、沖縄県、静岡県、富山県、新潟県）、福
島県、および同じ東北地域で最も提供者数が
多い県（岩手県）、人口規模が同等の県(長野
県)、啓発活動の実績が報告されている府県
（長崎県、広島県、京都府）である。各府県
の対象者は、調査会社に登録されたモニター
である。各府県1,400名を目標とした。 

調査項目は、意思表示の行動変容ステージ、
意思表示媒体の認知、意思表示していない理
由、臓器移植に関心を抱いた理由、臓器提供・
移植への態度、臓器提供・移植に関する過去
経験、知識である。分析は、統計ソフトSPSS
（IBM Statistics ver.29）を用い、集計ならび
に2群における両側t検定を行った（有意水準p
<0.05)。 
 
②「臓器提供迷ってますカード」の社会実装と評
価 
  日本の臓器提供意思表示率は10%程度に低
迷している。移植医療に関する世論調査（令
和3年度）によると臓器提供の意思表示をして
いない理由として、「臓器提供に不安感があ

るから（34.3％）」「臓器提供に抵抗感がある
から（27.1％）」「自分の意思が決まらないか
らあるいは後で記入しようと思っていたから
（22.6％）」が上位に挙げられている。また、
現在バイアス、恐怖回避、意図-行動ギャップ
などに基づく「先延ばし行動」が課題との先
行研究も散見される。 
したがって、「今は考えずにあとまわしに

してしまう」に対する行動科学に基づく対策
が不可欠である。しかし、臓器提供の意思決
定は、表示媒体を手にしたら即できるとは限
らない。また、拙速な意思決定の促進が、個
人の本当の意思決定、および意思の尊重を阻
害することも考えられる。そこで、意思決定
を後回しにしたことを忘れない、意思決定に
向けてできるアクションをとることが重要で
はないかと考えられる。そこで、臓器提供に
対して即断できない「迷っている」状態を肯
定的に捉え、表明可能とする第三の意思表示
手段として「臓器提供迷ってますカード」を
開発し、「迷ってもいい」という概念の導入
による行動促進を検討した。 
 R5年度は、検証方法として、以下を行った。 
ⅰ：社会科学系大学生275名を対象とした定量
調査 
ⅱ：社会科学系大学生65名を対象とした定性・
定量調査 
調査項目は、意思表示の行動変容ステージ、
意思表示媒体の認知・記入状況、「迷ってま
すカード」への記入、意思表示をためらう理
由、カードに対するイメージ、カードへの行
動意図、カードへの工夫などである。分析は、
統計ソフトSPSS（IBM Statistics ver.29）を用
い、集計ならびに検定を行った（有意水準p<
0.05)。 

R6年度は、カードの内容と言葉選びを一部
改良した上で、フィールドにおける社会実装
を通じた評価を行った。具体的には、移植学
会における展示ブース、医療系進学希望者向
けイベント、病院内の啓発イベント、および
一般市民を対象とした商業施設でのイベント
等の場で配布を行い、受け手からのフィード
バックを収集した。このフィードバックに対
して、定量的・定性的の両面から、ツールと
しての有効性や実用性に関する評価を行った。
具体的には、移植学会における展示ブース、
医療系進学希望者向けイベント、病院内の啓
発イベント、および一般市民を対象とした商
業施設でのイベント等の場で配布を行い、受
け手からのフィードバックを収集した。この
フィードバックに対して、定量的・定性的の
両面から、ツールとしての有効性や実用性に
関する評価を行った。 
 
③意思表示行動メカニズムに基づく対話支援ツ
ールの開発と検証 
  家族と臓器提供に関するコミュニケーショ
ンを促すことが意思表示に関する判断の促進
につながる（Burroughs et al.,1998）ことが明
らかになっている。しかし「単なる呼びかけ
では不十分である」ことも明らかになってい
る。また、R5度までに実施した一般16,050件
の調査データの分析結果、臓器提供の意思表
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示には臓器移植に関する正確な知識であるこ
とが示された。 

そこで、R5年度は、JOTの公開している啓
発資材がその情報を必要とする人々のもとへ
届くAIプロトタイプの作成を試みた。 

しかし、一人ではなく、対話を通して意思
が形成されることが分析から導出されたため、
R6年度は、知識を元に対話のきっかけ作りを
支援する目的で、1端末2人での利用を想定し
た対話形式の「AI対話支援ツール」を開発し
た。本ツールは、質問への回答を起点として、
その内容に応じた情報の提示と対話の誘導を
段階的に組み合わせる構成となっており、行
動科学の知見に基づき、臓器提供に関する意
思形成を、自他の意見の共有と対話を通じて
深められるように設計されている。中学校お
よび商業施設においてプロトタイプ版を用い
た実証実験を実施し、使用後の対話について、
アンケート、自由記述、ツールの利用ログ等
を用いて多面的に評価した。 
 
④中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内
対話の促進 

R5年からR6年度にかけて、学校教育と家庭
における臓器提供に関する対話の接点を見出
すため、学校現場での道徳授業の実施状況と、
それを契機とした家庭内対話の実態・促進策
について調査・実践を行った。 
  まず、全国の中学校を対象に、道徳教育推
進教師を対象としたWeb調査を実施・分析し
た（対象校数：10,145校）。調査は2023年3月
に実施され、授業の実施有無、準備の負担感、
教材ニーズ、継続意向などを把握した。併せ
て、授業支援を目的としたWebサイト『生命
の尊さを伝える広場 (https://www.seimeisonch
ou.com/)』を構し、新たに模擬授業動画・授業
ポイント動画・スライド・学習指導案などを
掲載した。 

また、臓器提供に関する価値観形成が家庭
においても促進されるかを確認するため、中
学3年生の子をもつ保護者1,340名を対象にW
eb調査を行った．この調査では、道徳授業後
の親子の対話経験、対話がもたらす態度変容、
および子どもの考えを知りたい／話し合いた
いという親の意向などを確認した． 
さらに、中学校学習指導要領解説『特別の

教科道徳編』（平成29年告示、文部科学省、201
8年）に基づき、「生命の尊重」を主題とした実践
授業を実施した．授業では、臓器提供に関す
る当事者の手記を教材とし、「命の大切さ」
を理解し深めることを目指した授業を展開し
た．授業後半には、本研究によって開発した
対話支援ツールを活用し、2人1組で意見を共
有・整理する活動を行った。この授業におい
ては、教師自身は中立な立場を堅持し、賛否
を問うのではなく「生命の尊重」を考える授
業とすること、科学技術の進歩と倫理的課題
をバランスよく扱い、偏った理解を防ぐこと、
公的機関が公表した信頼性ある教材を使用し、
安心して考察できる環境を整えることに留意
した。 
 
⑤海外渡航の注意喚起動画作成 

 R5年度、臓器移植の無許可あっせん事件が
起こり、臓器移植に行く人々を守る対応策が
必要となった。そのため、動画をみた移植待
機者に海外渡航を思い留まってもらうことを
目的にする。移植待機者は報道などをみた際、
リスクを意識せず（海外の衛生状態や帰国後
のフォローアップがないことを知らず）に渡
航される場合がある。このようなことを少し
でも減らしていくため、正しい知識提供の一
助となるようにDICG（The DECLARATION 
of ISTANBUL on ORGANTRAFFICKING an
d TRANSPLANTTOURISM）が公開した患者
向けパンフレットのビデオ版（https://www.de
clarationofistanbul.org/resources）の日本語翻訳
動画を制作した。動画は移植医療基盤整備研
究事業の専用YouTubeチャンネルを作成し一
般へ公開、厚生労働省より関連学会や団体へ
周知通達した。 
 
⑥自治体や都道府県Co.に負担をかけない地域
の啓発施策支援のしくみ構築（『科学的根拠に
基づく地域連携・啓発マニュアル』とwebsiteの
作成） 

R4～R5年度は、京都府において2015年から
2018年まで実施した科学的手法（ソーシャル
マーケティング）に則った啓発活動について、
レビューを行った。さらに、最新の行動科学
理論と科学的行動変容プロセスに関する研究
についてレビューを行い、地域連携・啓発プ
ロセスマニュアルのドラフトを作成した。  

R6年度は、過去2年間に収集された定量・定
性データをもとに、臓器提供に関する啓発活
動における意思表示行動メカニズムを精緻化
し、その内容を反映させた形で『科学的根拠
に基づく地域連携・啓発マニュアル』、およ
び総括websiteを作成した。本マニュアルとwe
bsiteは、臓器移植あっせんに携わる都道府県
コーディネーター（Co.）や自治体職員が、現
場の負担を最小限にしつつ効果的な啓発活動
を行うための指針として設計されている。 
 
⑦学際的な国際連携と成果発信 

R6年度、医療分野を超え、行動科学を基盤
とする学際的なネットワーク構築と成果の国
際発信を目的とし、行動科学に基づく政策策
定の第一人者であるProf.Jeff French(ブライ
トン大学)との情報交換、およびソーシャルマ
ーケティングウィンタースクールでの最新手
法の習得と国際的ネットワーク形成を図った。 
 
 （倫理面への配慮） 
 本研究では、個人情報を含むインタビュー調
査、およびアンケート調査データを用いる。
個人情報を含むデータの利用にあたっては、
データの利用期間や利用場所など、使用ルー
ルの遵守を徹底している。調査においては、
回答者への説明行い同意を得ている。研究に
際しては医療倫理，研究倫理の倫理性を担保
するためにそれぞれの研究者は倫理講習を受
講している。また，各研究者のそれぞれの研
究において，倫理委員会等の審査が必要であ
る場合には，適宜倫理審査を受け，承認を受
けることを前提とした。 
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Ｃ．研究結果 
①既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化：
11府県における意思表示行動メカニズムの再
検討 
 各府県、欠損値やバイアスが考えられる回
答を除外した1,328名~1,881名、合計16,050名
を分析対象とした。 

意思表示率は10.2%（富山県）～15.3%（沖
縄県）、意思決定率は20.3%（富山県）～28.
6%（沖縄県）であり、地域での違いはみられ
なかった。一方、意思表示に関する行動変容
ステージの分布について検討した結果、どの
府県も「臓器提供に関心があるが、臓器を提
供する・しないは考えていない」が最も多か
った。「関心がある」と回答した中でも臓器
提供について考えていない人が約8割を占め
ており、関心をもっている場合においても、
臓器提供について考えているかどうかが鍵で
あることが示された。また、意思決定をした
人においても、意思表示するまでは考えてい
ない人が約半数であった。したがって、関心
有り率、意思決定率、意思表示率といった評
価指標ではなく、行動変容ステージを指標と
する方が適切であることが示唆された。 

臓器提供に対する態度として、自身の臓器
提供意図は、40.3%（富山）～52.5%（沖縄）
であった。一方、家族の意思の尊重について
は、約9割が家族の意思を尊重したいと回答し
た（86.7%：長崎県～90.8%：沖縄）。また、
家族の臓器提供を決断することに対して約8
割が負担を感じていた（78.7%：沖縄～83.2
8%：富山）。 
臓器提供に対するイメージについては、既

存の研究結果（瓜生原、2021）と同様に、不
安（56.7%：沖縄～61.5%：福島）、抵抗感（4
2.3%：沖縄～51.1%：富山）を感じる人が多く、
身近（10.3%：静岡～15.8%:沖縄）、誇り（2
3.4%：京都～32.8％：沖縄）と感じている人
が少ないことが示された。 
臓器提供意思表示の意義として、「誰かの

役に立つ」66.9％（静岡）～73.5%（沖縄）、
「家族の悩みや迷いを少なくして家族の負担
を軽減する」40.5％（静岡）～51.8%（沖縄）
であった。 

家族と臓器移植・提供についての対話は約
3割に留まっていた（24.9%：静岡～32.0%：沖
縄）。 
知識については、正解率が低い項目は、「臓
器を取り出しても複数の傷ができることはな
い」：14.3％（福島）～17.3%（京都）、提供
後のお身体は３時間から６時間で家族のもと
にかえってくる」：13.8％（沖縄）～19.5%（京
都）、「臓器移植を受けた患者のうち、移植
された臓器が一定期間後に体内で機能してい
る者の割合は、日本は海外と比べて高い」：
11.4％（沖縄県）～17.3%（岡山県）であった。 
 
②「臓器提供迷ってますカード」の社会実装と評
価 
  R5年度の結果は以下のとおりである。 
【社会科学系大学274名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って

ますカード」の方が統計学的有意（p<0.001）
に抵抗感は低かった。また、「友人と話すき
っかけになる」との意見が多かった。 
【社会科学系大学60名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って
ますカード」の方が、統計学的有意（p<0.001）
に記入の抵抗感は低く、気持ちに寄り添って
いると感じていた。また、「臓器提供につい
ての情報を調べてみたい」「家族と話すきっ
かけになる」「友人と話すきっかけになる」
「意思表示することを忘れない」との意見が
多かった。「意思表示することを忘れない」
と回答した理由を自由記述より分析したとこ
ろ、「今後しようと思うことにチェックする
ことで記憶に残りやすい」「迷っている状態
だと自身で認識していることから、今後どう
するか決断しなければならないと思える」「迷
っているままにはしたくないと感じる」など
が挙げられた。 

R6年度は、移植学会での展示、医療系進学
希望者向けのキャリアイベント、病院・商業
施設での市民向け啓発イベントにおいて、延
べ数百枚を配布した。配布時に得られた自由
記述や聞き取りでは、「このカードなら書け
る」「家族に話してみようと思った」などの
声が多く、使用者自身の立場を柔軟に言語化
する機会となった。 
  医療系進学希望者向けのキャリアイベント
においては、これまで意思表示に対して、意
思表示カードを示して、記入を促すことは「賛
成」か「反対」の2択を選ばせ、提供を押し付
けるような側面が見られてしまうという声が
あった。「迷ってますカード」を導入するこ
とにより、生徒に対して、講師の意見に左右
されることなく臓器提供に関してよりフラッ
トに考えてもらうことができるようになるこ
とが期待される。 
  院内での啓発については、患者を対象とし
て42枚のカード配布実績を得られた。直接の
ヒアリングはできなかったが、迷ってますカ
ードに関するパネルを注視する患者も見られ
た。この啓発活動に関して救急外来スタッフ
8名へのヒアリングを行い、4名は臓器提供の
意思表示をまだ決めていないということであ
ったが、迷ってますカードにより、まだ決ま
っていなくても所有することが可能であり、
今後考えるきっかけになるとの回答を得た。 
  商業施設での市民向け啓発イベントにおい
ては、120名の来場者からアンケート回答を得
た。有効回答数109件のうち、迷ってますカー
ドが印象に残ったと答えた人は約84％であっ
た。また、来場者の中で、配布されたカード
に次のアクションに関するチェックをつける
ことができた人が32%であった。 
  また、迷ってますカードに関する印象の定
性的分析では、「意思表示は怖いものと思っ
ていたが、考える入口としてよかった」「話
しやすい空気が生まれた」といった意見が複
数報告され、これまで意思表示にたどり着い
ていない層に届く新しい形式のツールとして
有効性が示された。 

なお、「迷ってますカード」は、社会課題
の本質に迫る優れた取組みとして「第64回AC
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C賞PR部門」に入賞し、社会からも評価を受
けた。https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o  

さらに、読売新聞(3月8日朝刊)でも大きく
紹介され、社会的な認知と共感の広がりが見
られた。また、これらの展示活動を通して、
「迷い」の次のステップへの接続として、研
究②の取り組み成果である対話支援ツールと
の組み合わせが有用であると示唆された。 
 
③意思表示行動メカニズムに基づく対話支援ツ
ールの開発と検証 
  R5年度は、各人の行動変容段階と促進因子
を機械学習させアルゴリズムを形成した。AI
によるテーラーメイドの啓発ツールのプロト
タイプ版をもとにした議論を行い、意思表示
に至るメカニズムの見直しを行った．大学生
を対象とした定性的な調査の結果から、自身
の意思を決定していくためには、他人とのコ
ミュニケーションが重要という示唆が得られ
た。 
R6年度は、JOTが発信する信頼性の高い啓発
資材をベースに、質問→情報提示→対話誘導
という3ステップを組み込んだ1端末2人用の
対話支援ツール(https://mokab.github.io/transpl
antapp/)を作成した。  このツールの有効性を
検証するために、商業施設での一般市民を対
象としたイベントと中学3年生を対象とした
道徳の授業において調査を行った。 
  商業施設での一般市民を対象としたイベン
トでは、合計70人(35組)が利用した。その中で、
70人(35組)が一緒に利用した相手と対話をし、
28人(14組)が臓器移植や臓器提供についての
家族の考えについて話したことがツールの利
用ログを通して明かになった。 
  中学3年生を対象とした道徳の授業では、合
計36人(18組)が利用した。その中で、32人(16
組)が一緒に利用した相手と対話をし、8人(4
組)が臓器移植について話したことがツール
の利用ログを通して明らかになった。 
さらにここでは、別途調査票による定量的な
調査及びインタビューによる定性的な調査を
行った。定量的な調査では、利用者の中で21
人(58%)がこのツールを家族と使用しようと
思った、20人(56%)が家族と話すきっかけにな
ると思うと回答した。この定量的な調査に加
えて、授業を受けていた生徒4人に対して、半
構造化インタビューによる定性的な調査を行
った。定性的な調査として、利用した生徒の
印象として残っているものは、臓器移植に関
する知識であることがわかった。特に、移植
に際しての傷の数や提供のために要する時間
などが印象的だったという回答を得た。家族
と使うことができるかという質問に対しては、
全員が使えると回答した。しかし、何もない
ところから使うということについては少し難
しいという回答を得た。以上の結果から、本
研究で開発したツールにより、臓器移植や意
思表示に関する対話が行われることが示唆さ
れた。 
 
④中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内
対話の促進 
  全国の中学校に関する調査においては、調

査対象は10,145校である。調査対象の学校の
道徳推進教師宛にダイレクトメールを送付し、
実際に回答が得られたのは1,187名（回答率11.
7%）であった。この中から回答に欠損値のな
い864名を解析対象者とした。この調査から、
道徳の授業において移植医療の記載があると
される教科書の使用は2023年度では66.4%で
あった。また、当該の単元に関する授業の実
施は2023年度では58.9%であった。 
  未実施の理由を探るために、2023年度授業
未実施者355名へその理由を質問し、 322名か
ら回答を得た。主要なものとして教科書への
未記載や教員の知識不足、授業のやり方がわ
からない，責任を負えない，説明が難しいが
あげられた。また、授業時間や教材研究時間
の不足、該当学年でないなども要因としてあ
げられた。 
また、中学3年生の子を持つ親に対する臓器移
植に関する道徳の授業についての対話調査に
おいては、中学3年生の子をもつ親1,340名に
対して調査を行った。 
  道徳授業に関連する子との対話頻度につい
て，「道徳授業内容」については，一度もな
いという回答が44.7%であった。「道徳授業・
思いやり」については，一度もないという回
答が52.9%，であった。「道徳授業で臓器移植
を学んだこと」については，一度もないとい
う回答が78.9%であった。「臓器提供・意思表
示」については，一度もないという回答が70.
8%であった。 
自身および子の移植・臓器提供に関する考え
についての質問では、自身が移植を受けたい
と考える割合（56.6%）より提供したいと考え
る割合（62.2%）が高かった。また，両親の臓
器提供を承諾する割合は37.9％であった。一
方で子の場合、移植を受けさせたいと考える
割合（83.0%）は，臓器提供を承諾する割合（3
2.6%）より高かった。自身に対して考えてい
る割合と比較して逆転していることがわかる。
また、臓器提供に関する子どもの考えについ
て、子の臓器提供に対する考えを知りたいと
答えた人は57.6%であった。子の臓器提供に
対する考えを知らないと、いざという時、自
身が困ると思う人は48.9%、子と臓器提供に
対する考えを話し合いたい人は54.3%であっ
た。このことより、道徳の授業後の親子の対
話は少ないものの、約6割が移植に関する考え
方について親子で話し合いたいと考えていた
ことがわかる。 
  授業実践では、脳死判定を受けた女児とそ
の家族の実話を用いた教材をもとに「いのち
の有限性」や「つながる命」を考える道徳授
業を設計した。授業後半には対話支援ツール
を組み合わせ、生徒同士で自らの立場を言語
化・共有する活動を導入した。授業を行った
ことにより結果として生徒からの意見では、
次のものが得られた: 
・曖昧だった臓器移植についての知識が整理
され、自分なりの立場や理由を整理すること
ができた。 
・相手の意見に耳を傾ける中で、自分とは異
なる考え方があることを自然に受け入れ、多
様な価値観への寛容さが育まれた。 

https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o
https://mokab.github.io/transplantapp/
https://mokab.github.io/transplantapp/
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・異なる立場に直面した際にも、安易に否定
することなく「なぜそう考えるのか」を尊重
する態度が芽生えた。 
・授業での対話が家庭へと広がり、家族との
自然な会話のきっかけになった。 
 また、帰宅後に「今日の授業で臓器移植につ
いて考えた」「自分はこう思った」と話題に
してみたいと話す生徒も多く、授業内容が家
庭内で共有される例が見られた。 
  対話支援ツールを活用した授業の取り組み
により、従来型の「授業内で完結し、感想を
書いて終わる」形式とは異なり、互いに問い
合い、意見を共有し合いながら学びを深める
アクティブな授業が実現した。さらに、生徒
たちは「自分の思いを誰かに伝える」「相手
の思いを受け止める」という行為そのものが、
生命倫理の本質に触れる体験であることに気
づき、授業で扱った「生命の尊重」の価値を
実感するに至った。 
 
⑤ 海外渡航の注意喚起動画作成 
DICG(The DECLARATION of ISTANBUL 

on ORGANTRAFFICKING and TRANSPLA
NTTOURISM)が公開した患者向けパンフレ
ットのビデオ版（https://www.declarationofista
nbul.org/resources ）の日本語翻訳動画を制作
した。動画は移植医療基盤整備研究事業の専
用YouTubeチャンネルを作成し、2023年11月2
3日(木)AM8:00、海外での臓器移植無許可あ
っせん判決の5日前一般へ公開、厚生労働省よ
り関連学会や団体へ周知通達された。(動画U
RL：https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbA
gW9w2MyPCH7) 

作成にあたり、次を留意した。⑴日本語翻
訳時に医師監修のもとメッセージを追加する。
これは、海外渡航はだめだと示すだけではな
く、「それならどうしたらいいのか？」とい
う患者の気持ちへの回答となるように「各国
は臓器提供の自給自足の達成に努めるべきで
す。」と追加した。これはイスタンブール宣
言の「11.各国は臓器提供と臓器移植の自給自
足の達成に努めるべきである。」より翻訳時
医学監修を得てなされた。⑵概要欄にイスタ
ンブール宣言2018日本語版URLを記載する。
英語ではなく母国語で内容を把握できるため、
障壁も低く伝わりやすくなる。⑶負担になり
にくい動画再生時間（2分39秒）とした。 

総視聴回数は1,413回、インプレッションの
クリック率が19％と高かった（2024年4月15日
現在）。最も視聴回数が多い時期は海外の渡
航移植無許可あっせん判決後（2023年11月28
日前後）である。また、主な視聴デバイスは
パソコン76.6%、流入経路は直接入力または
不明60％、外部32％、YouTube検索4％であっ
た。厚生労働省からの周知通達を受けた関連
学会や団体のほかに、地方自治体でも閲覧さ
れた。 

 
⑥自治体や都道府県Co.に負担をかけない地域
の啓発施策支援のしくみ構築（『科学的根拠に
基づく地域連携・啓発マニュアル』とwebsiteの
作成） 
  過去2年間の成果を踏まえ、意思表示行動メ

カニズムに基づく啓発プロセスを整理し、『科
学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュアル』
の改訂を行った。このマニュアル、「どう啓
発すればよいか」ではなく、「なぜその方法
が有効か」という根拠を明示する構成とし、
行動科学に基づく3つの因子:「抵抗感の低減」
「価値の認知」「対話経験の促進」を軸とし
て、啓発の実践を提案している。 
また、当該ウェブサイトには、「迷ってま

すカード」「意思表示支援ツール」「模擬授
業動画」など、各要素に対応する実践資材を
掲載し、実施者が目的や対象に応じて適切な
資材を選択できるように設計されている。加
えて、島田分担班による各都道府県の成功事
例や、吉住分担班の教育資材も掲載し、本研
究班の成果を総括的に提示した。 
 
⑦学際的な国際連携と成果発信 
医療分野にとどまらず、行動科学を基盤とす

る学際的なネットワークを構築した。また、学術
的な国際発信の一環として、行動科学分野の国
際組織であるInternational Social Marketing As
sociationのデータベースに、日本における行動
科学に基づく移植啓発事例2件が掲載される運
びとなった。 
Ｄ．考察 
①の研究に関して、全16,050名の意思表示

率は12.7%で、内閣府世論調査（2017年度）と
ほぼ同等であったため、標本として適切であ
ったと考えられる。意思表示率、意思決定率
に関して、2018年に実施した国際比較調査結
果（瓜生原、 2021）では、当時outing-inであ
ったイギリスでは38.2%、51.7%ドイツで37.
2%、56.4%であった。日本はその約半分であ
り、意思表示率を高めるためには、少なくと
も意思決定を促すことの必要性が示唆された。 
本研究では、outcomeとして、意思表示行動

変容ステージを7段階で問っている。結果に示
したとおり、関心あり率、意思決定率、意思
表示率などを指標とすると、どこの層をター
ゲットにして啓発をすべきかが不明瞭になる。
アウトカム指標として、意思表示行動変容ス
テージが妥当であることが示唆された。また、
その分布から、ターゲット層を選択する必要
性が示された。 
ソーシャルマーケティングという行動科学に
基づき考えると、意思決定・意思表示を促進
するためには、その行動障壁を除去し、価値
を提供し、きっかけを与えることが必要であ
る。 
まず、行動障壁については、臓器提供に対

する不安・抵抗感であることが示された。こ
れらに影響を及ぼしている因子の一つとして、
知識が挙げられた。既存の研究結果（瓜生原、
2021）と同様に、傷が複数ではない、提供後
のお身体は3時間から6時間で家族のもとにか
えってくることに関する正答率が約15%と低
く、これらの誤った知識の認識が、臓器提供
の抵抗感や不安につながっていることが示唆
された。 
臓器提供の価値（意義）としては、約9割が

家族の意思を尊重したいと思い、約8割が家族
の臓器提供を決断することに対する負担感を

https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
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感じていることに着目すべきと考える。また、
意思表示の価値（意義）として、意思表示は
家族の負担を軽減することが重要である。な
ぜなら、行動メカニズムにおける意思表示の
促進因子として挙げられたからである。 
行動のきっかけ（動機づけ）としては、全

てのステージで促進因子になっていた「家族
との対話」が重要であることが示された。ま
た、献血についても関心、および意思表示の
きっかけになっていることが示されたため着
目するのがよいと考えられた。 

また、既存の行動メカニズムが正しいこと
が確認された。「臓器提供への抵抗感の低減」
「家族との対話機会」「意思表示は家族の負
担軽減に役立つという気持ち」は、全段階の
促進因子であった。したがって、これらを促
進する介入が望まれる。 

さらに、関心の惹起として、「臓器を提供
するという人の意思が、移植を受けたいとい
う意思の人にきちんとつなげられていない」
ことに着目する必要性が示唆されたことが新
しい発見であった。健康信念モデルや防護動
機理論で示されているように、行動の惹起に
は、行動しないことの危機感を認知させるこ
とが必要である。そのうえで、意思決定や意
思表示をすることの心的・身体的コストより
価値・利益の方が大きいと感じ、その行動を
とれる自信を醸成することが重要であると考
えられる。 

②の研究に関して、本研究における取り組
みから、「迷ってますカード」は、臓器提供
において即断できない人々の立場に寄り添う
第三の意思表示手段として、有効性が示唆さ
れつつあると考えられる。本ツールは、従来
の「賛成・反対」二択型のフレームでは届き
にくかった層、すなわち判断を保留している
者や、意思表示に心理的抵抗を感じている者
に対して、意思形成の入口として機能してい
ると考えられる。また、このカード自体が関
心を持つ入り口となる機能を有していると考
えられる。一方で、意思表示に関する心理的
抵抗を感じているもののみならず、啓発する
立場での「押し付けがましさ」という抵抗感
を軽減することにも有用であることが示唆さ
れた。実際、医療系進路を志望する若年層に
対して、従来の意思表示カードでは、「賛成・
反対」二択型のフレームであったが、「迷っ
ている」という選択肢の提示により、受講生
が講師の意見や顔色に左右されず、臓器提供
について“真に”考えるきっかけになることが
示唆された。 

③の研究に関して、対話を促進することに
おいては、対話支援の中で、単なる知識の提
供だけではなく、情報と対話の間をつなぐ「仕
組みとしての支援」が効果的であることが確
認された。中学生や市民を対象とした実証で
は、実際にツールを介して会話が生まれ、互
いにどのようなことを考えているかが可視化
されるというプロセスが観察された。また、
これらのツールは「話そう」という呼びかけ
以上の機能を持ち、自発的な対話を成立させ
るための心理的・構造的支援の必要性を裏付
けるものであった。しかしながら、本ツール

に関しては、生命というものに関する話題で
あるため、状況によってはツールのみでの展
開が難しいことも同時に明らかとなった。 

そのため、ツールだけの整備では自発的な
会話を生むことは難しいと考えられる。この
問題へ対処する方策としては、特に未成年や
家庭においては、学校教育の枠組みとの接続
や、使用事例の提示など、導入環境の整備が
鍵となる。具体的には、「迷ってますカード」
で示された“迷い”を、次の段階である“語る”
“共有する”へと接続するために用いたパッケ
ージング、そして、浜島書店の発行する中学
道徳の補助教材である「道徳ココログ・ノー
ト」に取り上げていただけたことによって、
より広くツールの普及・活動につながること
が期待される。 
  ④の研究に関して、中学生を対象とした道
徳授業を通じて、臓器提供に関する価値観形
成と家庭内対話の接点を探る取り組みを行っ
た。特に15歳以上で意思表示が可能となるこ
とを踏まえ、この時点で自ら考える機会を与
えることが社会的にも教育的にも重要である
という視点から、「YES」「NO」を迫るので
はなく、多面的に思考し、生命の尊さに気づ
く構成が求められている。 
  実際に、主要6社の中学校道徳教科書に臓器
提供を扱う内容が取り入れられつつあるが、
その実施に際しては中学校教員の知識的・心
理的ハードルが大きな障壁となっていた。そ
こで、本研究では全国の道徳教育推進教師に
対する実態調査を実施し、行動障壁・ベネフ
ィット・動機づけ要因を明らかにした。また、
それに基づき、授業の準備・進行を支援する
目的で、Webサイト「生命の尊さを伝える広
場」を開設し、模擬授業動画や指導案などの
情報提供を行った。 
  授業実践にあたっては、中学校現場の制約
を十分に考慮した上で授業設計を行った。現
場では、教師が学習指導、生徒指導、保護者
対応など多様な課題に直面しており、特に保
護者への説明不足から授業内容への不安や誤
解が生じた場合、それへの対応に追われるこ
とで、教材研究や授業準備にかける時間が大
幅に削がれてしまう現実がある。こうした背
景を踏まえ、今回の授業では、信頼性の高い
教材と支援ツールを用いることで教育的正当
性を確保し、事前に授業のねらいや内容を丁
寧に生徒・保護者の双方に伝える工夫を行っ
た。また、授業後の対話活動には支援ツール
を導入し、家庭内でも無理なく話題が広がる
よう配慮した。これにより、教師に過度な精
神的・時間的負担をかけることなく、家庭と
連動した協働的な学びの実現が可能となった。 

結果として、生徒による対話の質が高まり、
保護者にとっても家庭内で話し合う「きっか
け」となり得た点は、学校教育を核に家庭・
社会へと学びが波及するモデルとして示唆に
富むものであった。特に、教師が無理なく取
り組める形で「問い」を教室内に投げかけ、
それが家庭へと橋渡しされる構造は、今後の
道徳教育における一つの実装モデルとして検
討に値すると考えられる。 
⑥の研究に関して、これまでの①から⑤ま
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での取り組みを有機的に取り入れた、マニュ
アルの作成を行った。本マニュアルは、行動
科学およびソーシャルマーケティングの理論
を基盤とし、意思表示に至るまでの心理的・
行動的プロセスを踏まえた実践的設計となっ
ている。その中で、具体的な施策やアプロー
チとして、「迷ってますカード」による意思
形成の入口支援、「対話支援ツール」による
対話誘発、そして「いのちの授業」による価
値観の深まりと家庭内対話の促進といった要
素を、一連の啓発プロセスとして統合した構
成としている。 
  特に、マニュアルでは「行動変容は偶然で
はなく、科学的に設計しうる」という立場に
基づき、意思表示に関する啓発活動を「考え
る→実施する→評価する」という段階に分け
て整理している。それぞれの段階では、ソー
シャルマーケティングにおける8つの要素や
行動変容ステージモデル、対象別アプローチ、
介入対象者との「共創」、論理的・倫理的配
慮などが組み込まれ、単なる手順書ではなく、
啓発者の意思と柔軟性を伴う「行動変容マネ
ジメント」のツールとして設計されている。 
  本研究で開発した各資材は、それぞれ異な
る行動変容ステージ（無関心期・関心期・準
備期・行動期など）に対応しながら、市民の
態度変容・対話経験・意思形成に寄与する仕
組みである。これらをマニュアル内に位置づ
けることで、啓発実施者が自らの地域状況や
対象者の段階に応じた施策を選択できるよう
にし、現場での活用可能性を高めた。 
また、マニュアルは「誰にでも使える」もの
ではなく、「現場で使いたいと思えるもの」
であることを重視しており、構造はフローチ
ャートと事例に基づいた段階別設計を採用し
ている。従来のように「伝える啓発」ではな
く、「ともに考える啓発」を重視し、受け手
を受動的な対象として捉えるのではなく、共
創的なパートナーとして位置づける視座を提
供している。 
さらに、Web形式での展開、動画による補足
説明、対象別ナビゲーション設計など、時間
的制約のある自治体・医療機関担当者にも配
慮した実装を意図している。今後は、各地域
での試行実装と評価を通じて、継続的に改善
を重ねるとともに、他領域にも応用可能な「科
学的啓発支援エコシステム」の中核的資材と
しての発展が期待される。 
 
Ｅ．結論 
  本研究は、臓器提供数が少ない、啓発が活
発でない地域にいても活用され、効果的な啓
発活動を可能とする啓発プロセスを開発し、
『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュ
アル』を作成することを目的とした。 

16,050名の市民を対象とした定量分析によ
り、以下の知見が得られた。すなわち、既存の
「意思表示に至る行動メカニズム」（瓜生原,
 2021）の妥当性が確認され、臓器提供の意思
表示の啓発については、行動変容ステージに基
づき施策立案することの必要性が明らかとな
った。 
加えて、促進要因として、「抵抗感の低減

（誤情報の修正等による行動障壁の除去）」、
「意思表示が家族の悩みや迷いを軽減すると
いう認知の促進（価値の提供）」、「家族との
対話経験（動機づけ）」の3点に焦点を当てる
必要性が示された。特に、約8割が家族の意思
決定に負担を感じ、約9割が家族の意思を尊重
したいと考えているという調査結果から、意
思表示による家族の負担軽減の周知が重要で
ある。また、「話そう」という呼びかけだけで
は対話は促進されず、自発的な対話を生み出
すための具体的なしくみが必要であること、
ならびに意思決定の先延ばし行動が大きな障
壁となっていることが確認された。 
これらの知見をふまえ、意思決定に至る行

動をあらかじめ宣言することで先延ばしを回
避する「臓器提供迷ってますカード」を開発し、
学生および一般市民を対象とした調査により、
その有効性を検証した。本カードは、広告業
界の賞を受賞し新聞等にも取り上げられたこ
とから、臓器提供を即断できない人々の立場
に寄り添う「第三の意思表示手段」として、一
定の社会的意義を有することが示された。 
さらに、科学的に検証された知識の確認を

契機として自発的対話を促進する「対話・意思
決定促進ツール」を開発し、中学生および一般
市民を対象とした実証調査により有用性を確
認した。本ツールはその後、中学校道徳の補
助教材『ココログノート』にも採用された。 
一方で、義務教育における教育現場も、臓

器提供に関する理解促進において重要な役割
を担う。2019年には、中学校道徳の教科書6社
において臓器移植を扱う教材が掲載されたが、
教員が授業実施に不安を抱き、実施を逡巡す
る傾向が課題とされてきた。そこで、授業実
施に関わる行動障壁・期待される効果・動機
づけ要因を明らかにするための実態調査を行
い、その結果に基づき、授業準備・進行を支援
するWebサイト「生命の尊さを伝える広場」を開
設し、模擬授業動画や指導案等の資材を提供
した。あわせて、「対話・意思決定促進ツール」
を活用した授業の実施により、生徒同士や家
庭内での対話が促進される効果も確認された。 
本研究から、従来の情報提供型啓発から、

「行動科学に基づく行動変容型啓発」への転換
の必要性が明確となった。 
知見をもとに作成した『科学的根拠に基づく

地域連携・啓発マニュアル』および移植啓発ウェ
ブサイトは、今後、全国各地における地域主導
型啓発施策の基盤として活用されるとともに、
各地域での試行実装と評価を通じて継続的に
改善され、他領域にも応用可能な「科学的啓
発支援エコシステム」の中核資材としての発
展が期待される。 

 
※参考：瓜生原葉子『行動科学でより良い社
会をつくる－ソーシャルマーケティングによ
る社会課題の解決－』文眞堂、2021. 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
  
 
Ｇ．研究発表 
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 1.  論文発表 
・瓜生原葉子「医療のエコ活動に対するソー

シャルマーケティングの貢献」『同志社
商学』第75巻第6号, pp.1093-1121, 2024. 

・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャ
ルマーケティングの実装事例」『日本ヘ
ルスマーケティング学会誌』第1巻第1号、
pp.14-21、2023.  

・瓜生原葉子、江川裕人「メディアが臓器移植
に関する記事を継続的に発信するための
環境整備-日本移植学会メディア・ワーク
ショップのアンケート結果から-」『移植
（Web）』第58巻第2号、pp.109-117、202
3. 

・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングに
基づく新型コロナ感染症対策」『同志社
商学』第74巻第6号、pp.825-868、2023. 

・瓜生原葉子「人生100 年時代を支える医療
イノベーションと医療の・エコ活動」『同
志社商学』第74巻2号、pp.165-188、2022. 

・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングと
ソーシャルグッドに関する考察」『同志
社商学』、第74巻1号、pp.1-22、2022. 

 
 2.  学会発表 
・高橋一広、臼井丈一、渡壁英里、須藤英世、小

田竜也、山縣邦弘「-道徳教育で行う「いの
ちの学習会」を通した臓器提供の啓蒙-」第5
8回臨床腎移植学会(広島).2025.2. 

・Yoko Uryuhara "Research on musical events 
as a way of facilitating dialogue with fa
milies about organ donation", European S
ocial Marketing Conference, Slovenia.202
4.11. 

・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした科学的根
拠に基づく戦略的な臓器移植啓発モデル
の構築」第60回日本移植学会総会（長崎）2
024.9.12-14. 

・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした意思決定
支援ツールの開発」第60回日本移植学会

総会（長崎）.2024.9. 
・瓜生原葉子「臓器移植に関する教育の実態

と展望―全中学校を対象とした3年間の
調査結果から―」第60回日本移植学会総
会（長崎）.2024.9. 

・瓜生原葉子，多田義男「臓器移植を題材とした
授業の指導方法の開発‐全中学校を対象と
したアンケート調査結果から現代的課題に
ついて考える道徳の授業‐」第103回日本道
徳教育学会（金沢）2024.6.30. 

・瓜生原葉子「意思表示の行動変容メカニズムモ
デル」を用いた啓発施策立案への示唆」第5
9回日本移植学会（京都）2023.9. 

・瓜生原葉子「高校における臓器移植の授業の
実態 全高校を対象とした調査結果報告」
第59回日本移植学会（京都）2023.9. 

・瓜生原葉子「臓器提供増加のための施策 行
動科学を基盤とした科学的根拠に基づく臓
器移植啓発モデルの構築」第59回日本移
植学会（京都）2023.9.   

・瓜生原葉子「全中学校を対象とした生命の尊
重に関連した授業実施についての調査結
果－現代的な課題、臓器移植を題材とした
授業に焦点をあてて－」第101回日本道徳
教育学会（新潟）2023.7. 

・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャルマ
ーケティングの実装事例」（第1回ヘルスマ
ーケティング学会（名古屋/オンライン）2022.
10. 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
   
 1. 特許取得 
   なし 
 
 2. 実用新案登録 
   なし 
 
 3.その他 

  なし 
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5GD 4 NBH@K . @QJ DSHMF 
3 DRD@QBG $ DMSQD
%NRGHRG@6 MHUDQRHSX厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業）

臓器・組織提供の意思決定・意思表示につながる
行動経済学等に基づいた新たな普及啓発に資する研究（２２ＦＦ０１０１）

『行動科学を基盤とした科学的根拠に基づく
臓器・組織移植啓発モデルの構築に関する研究 』

瓜生原分担班統括報告書

瓜生原葉子

5GD 4 NBH@K . @QJ DSHMF 
3 DRD@QBG $ DMSQD
%NRGHRG@6 MHUDQRHSX

臓器・組織提供の意思決定・意思表示につながる行動経済学等に基づいた新たな普及啓発に資する研究（２２ＦＦ０１０１）
『行動科学を基盤とした科学的根拠に基づく臓器・組織移植啓発モデルの構築に関する研究』

①各地域で活用しやすい 『啓発モデル事例 』を選定・共有
②意思決定 ・表示行動メカニズムの明示 、『科学的根拠
に基づく地域連携 ・啓発マニュアル 』の作成、臓器取引と移
植ツーリズムに関する動画の日本語版の作成 ・YouTube
公開、意思決定・会話支援ツールの開発 ・実証など
③県の現状把握のための一般調査を実施、分析中。5類
型医療者へのインタビュー調査も予定
④-1医学生の教育コンテンツ作成し、文科省へ共有，移
植内科で活用、医療系学生への講義での活用 。
④-2インタビュー調査の逐語録の分析による 行動科学モデ
ルを構築。
⑤行動科学に基づく啓発総合websiteを構築

これまでの取り組みと課題など
研究目的、概要

進捗状況

研究計画・方法

調査 まとめ

移植医療基盤整備研究事業
◆研究代表者︓瓜生原 葉子 ◆研究課題名︓行動科学を基盤とした科学的根拠に基づく臓器・組織移植啓発モデルの構築に関する研究

（２２ＦＦ０１０１）

必要体制の明確化 体制整備提案

R4 R5 R6
臓器・組織提供数の増加を目指し、
その障壁となっている行動課題を明確化 し、
その解決のための「行動変容」促進する。
• 一般︓臓器提供についての家族等との対話、

意思決定・意思表示への行動変容
• 医療者︓提供プロセスにおける望ましい行動
学際的な行動科学理論に基づく施策策定から効果測
定・評価までのプロセスを開発 し、それを地域で多様な
ステークホルダーとともに展開するモデルを構築する。

①地域の啓発資源,啓発事例の網羅的な把握
②地域啓発プロセスの開発とそのパイロット検証 ・精緻化
③プロセスモデルの複数地域における実証
④医療者への啓発課題の抽出と施策策定
⑤地域における啓発の共創環境整備と実装への参画

科
学
的
根
拠
に
基
づ
く
地
域
連
携
・
啓
発
マ
ニ
ュ
ア
ル
冊
子

啓
発
事
例
・
啓
発
資
材
掲
載
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

作
成

①

事例収集 Web構築 蓄積・更新

②
調査開発 精緻化

ﾈｯﾄﾜｰｷﾝ ｸ調゙査 企画検証実装評価

ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸ調゙査 企画 実装 評価
③

執筆 検証 校正 説明会

調査 分析

行動変容計画策定 実施

④

調査 分析

行動変容計画策定 実施

ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸ調゙査 企画 実装 評価

⑤

必要資源の明確化

啓発事例Website 構築

一般啓発プロ セスの開発

プロ セスマニュアル案

プロ セスマニュアル

1.実態調査

医学生の移植教育仕組みづくり

2.実態調査

教育プロ グラ ム構築

共創環境構築と共創の促進

市民への啓発の継続
地域における提供施設連携

【班会議実施】
1. 2022年 5月31日
2. 2022年 8月16日
3. 2022年11月28日
4. 2023年 5月10日
5. 2023年10月30日
6. 2024年 4月26日
7. 2024年11月14日
8. 2025年 5月 7日
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2022年度から2024年度の総括
【2023年度】

16,000件の一般のデータ再解析
•意思決定・意思表示の有無に影響を及ぼす因子、促進因子の頑健
性が高いことを確認

•「重要な意思決定の後回し」「考えようとしない」が行動阻害の本質。

「臓器提供迷ってますカード」を開発・実証
大学生334名を対象とした調査において、「迷ってもいい」カードは既存
のカードより統計学的有意に記入への抵抗感が減り、家族と話すきっか
けになり、意思表示することを忘れないことが示された。

AIによるテーラーメードの啓発開発開始
再解析得た因子を基にannotationを行い、その人の志向にあった情報
が届くしくみ構築⇒意思決定における対話の重要性から方針転換

全中学校(10,145校)の実態調査
1,187校のうち、66.4%が授業実施。実施者の満足度は9割以上。
教材の役立ち度は約90%、活用意向は85.5%
授業後の家庭における親子の対話は21.1%、「対話の促進」が重要。

マニュアルの検証
簡便に企画立案できる、事例がいくつかのっていてそのまま適用できるサ
イトが理想であることが判明。

★海外渡航移植の注意喚起の動画を作成

【2024年度】
「臓器提供迷ってますカード」の展開
•学校教育・病院内での啓発、一般市民
の啓発に使用・検証

•以下のツールとセットでの有用性が示唆さ
れ、メディア(読売新聞)に掲載された。

•この取組みは、ACC賞(PR部門)を受賞。

対話意思決定促進ツールの開発
•中学教育、一般における検証を実施。
•メディア(読売新聞)に掲載された。
•中学校道徳教材『ココログノート』に2025
年度より掲載された。

中学校道徳授業の深化
授業中に対話促進ツールを組み入れた授
業の実施・検証。家庭での対話。

総合ポータルサイトの構築
市民、施策立案者、教育者別の行動科
学を基盤としたサイト。引き続き内容の検
証を継続する予定。

【2022年度】
16,000件の一般の調査・分析
⇒臓器提供について考えている人は約
3割、「考え始める」ことの促進が重要

全中学校(10,189校)の実態調査
1,263校のうち、55.9%が授業実施。
実施者の意思表示率は高い。
今後望まれるものとして、模擬講義、
学習指導案の追加が挙げられた。

自治体や都道府県Co.に負担をかけ
ない地域の啓発施策支援のしくみとし
てマニュアル作成

市民

教育者

施策
立案者

5GD 4 NBH@K . @QJ DSHMF 
3 DRD@QBG $ DMSQD
%NRGHRG@6 MHUDQRHSX
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新潟 岡山 沖縄 静岡 富山 長崎 岩手 広島 京都 福島 長野

臓器提供に関心がない 臓器提供に関心があるが、臓器を提供する・しないは考えていない
臓器提供に関心があり、臓器を提供する・しないを考えている 臓器を提供する・しないは決めたが、意思表示するまでは考えていない
臓器を提供する・しないは決めており、意思表示することを考えている 既に意思表示をしている
既に意思表示したことを、家族または親しい方に話している

16,000例の調査からわかったこと：「考えはじめる」ことを促進する重要性

 臓器提供について考えている人は約3割
 関心はあるが、考えていない人が多い⇒関心の有無を問うのではなく、考え始めているかどうかが重要

各地域における臓器提供意思表示のステージ (n=16,050)

無断複写・複製・転載はご遠慮ください。© 2023 Yoko Uryuhara. All rights reserved.
瓜生原（2023)日本移植学で報告
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中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内対話の促進 
筑波大学附属中学校 教諭 多田 義男 

 
1. 授業の内容（学習指導案およびそのポイント） 

本授業は、中学校学習指導要領解説『特別の教科道徳編』（平成 29 年告示、文部科学省，2018
年）（以下、道徳学習指導要領）に基づき、「生命の尊重」を主題として実施したものである。 
道徳学習指導要領に示される道徳科の目標では、「道徳的諸価値について、理解を基に自己を見

つめ、物事を広い視野から多面的・多角的に考え、人間としての生き方についての考えを深め

る学習を通して、道徳的な判断力、心情、実践意欲及び態度を育てる」とされている。 
本授業における中心的な道徳的諸価値は「生命の尊重」であり、「命の大切さ」を理解し深め

ることを目指した。具体的には、インフルエンザ脳症により脳死と判定された女児 A ちゃんと

その家族の手記を教材とし、生徒に対して次のような問いかけを行った。 
①命が有限であることを改めて受け止め、A ちゃんとその家族の思いに心を寄せること 
②「自分が生きている」という当たり前のことを見つめ直し、自己を見つめること 
③多角的な視点から生命の意味や重さを自分ごととして考えること 

これらを通じて生徒自身が生命の尊さを実感し、自己を見つめ直すことで、道徳的判断力や心

情、実践意欲の育成を目指した。 
授業構築において最も重視したのは「何を生徒に問うか」である。 
臓器移植の是非を議論させたり、死への恐怖や悲しさを過剰に強調したりするのではなく、価

値判断を押し付けることなく、生命の尊さそのものに目を向けさせることを心がけた。 
教材のポイントとしては：  
・A ちゃんが誰かの体の一部となってこれからも生き続けること 
・嘆きの中でも死を受け止め、共に生き続けようとする家族の姿 

 の 2 点である。 
これにより生徒は、単なる悲しみの共有にとどまらず、「弱さを抱えながらも強く生きる」と

いう人間の気高さに気づくことができた。この「気高さ」は、道徳科の内容項目における「よ

りよく生きる喜び」にも相関し、生命尊重のみならず、多面的・多角的な価値理解へとつなが

る重要な視点である。 
  また、授業で紹介した家族の手紙からは、A ちゃんへの深い思いとともに、家族の愛情の深

さを感じ取ることができ、生徒一人ひとりが「命をつなぐ」ことの意味を自らの生活と結びつ

けて考える契機となった。  
さらに授業後半では、意思表示のコミュニケーション支援ツールを活用し、生徒同士でペア

を組み、自身の考えや認識を言語化する活動を行った。これにより授業内容を家庭に持ち帰り、

保護者との対話を促進するきっかけともなった。臓器移植という非日常的なテーマを超えて、

「自分はどう生きるか」という根源的な問いに向き合う動機付けとなった。 
 
2. 授業構築における留意点 

本授業では、臓器移植という重いテーマを扱う際に、生徒の心情に過度な負担を与えないこ

と、価値観の押し付けを絶対に避けることに細心の注意を払った。 
具体的なこととして、 
・教師自身は中立な立場を堅持し、賛否を問うのではなく「生命の尊重」を考える授業とした。 
・科学技術の進歩と倫理的課題をバランスよく扱い、偏った理解を防いだ。 
・公的機関が公表した信頼性ある教材を使用し、安心して考察できる環境を整えた。 
生徒同士の対話を重視し、異なる考えを尊重し合う授業構成とした。  
これらの工夫によって、生徒自身が自己を見つめ、多角的に考える力を養うことを目指した。 
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3. 意思表示のコミュニケーション支援ツールの活用とその効果 

授業後半では、意思表示のコミュニケーション支援ツールを用いて、生徒同士がペアを組み、

自らの考えを整理し、相手に伝える活動を行った。 
このツールは、「臓器移植に関して自分がどう考えるか」「その理由は何か」「実際はどのよう

になっているか」といった問いに沿って、段階的に思考を深めていく設計になっている。 
使用にあたっては、まず教師から「互いの考えを尊重し、否定しない」というルールを丁寧に

説明し、生徒同士が安心して意見を交わし合える環境を整えた。 
活動中、生徒たちはツールのガイドに従いながら、自らの臓器移植に対する考えを言語化し、

ペアの相手と共有した。 
この過程で生まれた主な効果は以下のとおりである。 
・曖昧だった臓器移植についての知識が整理され、自分なりの立場や理由を整理することがで

きた。 
・相手の意見に耳を傾ける中で、自分とは異なる考え方があることを自然に受け入れ、多様な

価値観への寛容さが育まれた。 
・異なる立場に直面した際にも、安易に否定することなく「なぜそう考えるのか」を尊重する

態度が芽生えた。 
・授業での対話が家庭へと広がり、家族との自然な会話のきっかけになった。 
帰宅後、「今日の授業で臓器移植について考えた」「自分はこう思った」と話題にしてみたいと

話す生徒も多く、授業内容が家庭内で共有される例が見られた。 
これにより、従来型の「授業内で完結し、感想を書いて終わる」形式とは異なり、 

互いに問い合い、意見を共有し合いながら学びを深めるアクティブな授業が実現した。 
さらに、生徒たちは「自分の思いを誰かに伝える」「相手の思いを受け止める」という行為その

ものが、生命倫理の本質に触れる体験であることに気づき、授業で扱った「生命の尊重」の価

値を実感するに至った。 
 
4. その他（教育現場に立った視点での考察） 

中学校現場では、教師たちは多忙な日常業務の中で、学習指導、生徒指導、保護者対応と多

様な課題に直面している。特に、授業の意図が保護者に正しく伝わらず、不安感が生じた場合、

その対応に追われることで、本来注力すべき授業準備や教材研究の時間が圧迫されるケースも

少なくない。 
今回の授業実践では、信頼性の高い教材と支援ツールを用いることで教育的正当性を確保し、

事前に授業のねらいを丁寧に生徒・保護者双方に伝える工夫を行い、支援ツールを活用して家

庭内対話を促し、保護者との協働的な学びを促進した。 
これにより、教師の負担を軽減しつつ、授業本来の教育効果を高めることができた。 
教育現場の制約を乗り越えながら、教師と生徒、保護者、社会をつなぐ道徳教育のあり方を

提示できたと考えている。 
 
5. まとめ（結論） 

本授業実践を通して、臓器移植という現代的かつ重層的な課題を扱いながら、生徒一人ひと

りが「生命の尊重」について自己の問題として深く考え、他者と共有し、家庭でも対話を広げ

ることができた。 
特に、信頼できる教材の選定、価値観の押し付けを排除した授業構成、そして意思表示支援

ツールを活用した学びの深化は、現代の道徳教育において重要な実践であると確信している。 
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いのちの学習会における「迷っていますカード」の紹介 
筑波大学消化器外科 高橋一広  
 
茨城県では、臓器移植・臓器提供に対する啓蒙活動として、平成 15 年より中高生を対象とした

「いのちの学習会」を行ってきた。講師は移植医、救急医、看護師、移植経験者であり、私は 2016
年より移植医療に直接従事する移植外科医として、臓器移植の実際やそのジレンマなど、テレビ

やネットでは知ることのできない移植医療の実情を、生徒に伝えてきた。毎年約 300 人の生徒を

対象に学習会を行っており、毎年それなりの反響もあるため、自身の講義をリピートしてくれる

学校も 7 校ほどある。しかしながら、この 8 年の講師歴の中で、自身の講義で「臓器提供に対す

る押しつけはないのだろうか？」という疑問が生じ始めていたところであった。自身の講義の中

で、「臓器提供する、しないの 2 択であり、臓器提供しないというのも立派な意思表示です。あな

たたちは、自身で考えてこれを決定することが大切です。」と言うのが自身のスタンスであった。

これといった解決法はなく、毎回講義を終えた後に、言い知れぬ違和感を近年感じていた。この

ような中、2024 年 9 月の日本移植学会で、瓜生原先生の「迷っていますカード」の取り組みを直

接お聞きし、大変な感銘を受けた。「迷っています。今は決められない。」、全くその通りだと同感

した。中高校生が、web やニュースで臓器提供をある程度知っていたとしても、自身の講義を聴

いてたところで「臓器提供する、しない」を決めるということは無理があろう。自身にこういう

発想がなかったが、「迷っていますカード」は中高生の実情を十分理解した上で発案されており、

さらに生徒の行動変容を促すような選択肢も備えてあり、大変優れたカードであると考えられる 
このカードの譲渡を受け、2024 年 10 月 5 日に土浦第一高等学校の医学進学特別クラス（高校

1 年生と 2 年の約 30 人ほど）に「いのちの学習会」を行った。臓器提供意思表示カードについて

の説明の中で、カードに表示されている 3 択（1.脳死心停止下いすれも臓器提供する、2.心停止下

のみ臓器提供する、3.臓器提供しない）の説明に加えて、「迷っていますカード」も紹介し、「今す

ぐに決められない人もいるであろうから、今はこのカードを活用し、後々に決めていくのもいい

と思います。」という形で説明をさせてもらった。今回が初めての試みであるため、自身としても

説明が十分であったとも言い辛く、すぐに反響があるとも思えなかった。今後、講義の経験を重

ねて、生徒にうまく伝えられる方法を探っていきたいと考えている。 
 
 
2024 年 10 月 5 日  
土浦第一高等学校  
医学進学クラスにて 
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厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業） 

分担研究報告書 
啓発に必要な資源の明確化と有効活用に関する研究 

研究協力者 田村 智 北里大学メディカルセンター 救急科 副部長 
 
A. 研究目的 
 本研究(瓜生原班)において臓器提供意思表示に関する迷いを許容しつつ、意思表示に向けた行

動を一つずつ起こしていけるように支援するためのカードとして「臓器提供迷ってますカード」

を作成した。医療関係者や患者に配布し、その効果や反応を実証し、今後の移植医療の啓発にお

ける課題を明らかにする。 
 
B. 研究方法 
 北里大学メディカルセンターにおいて、2024 年 10 月 15 日〜10 月 25 日でグリーンリボンキ

ャンペーンとして、「臓器提供迷ってますカード」を説明し、配布するブースを常設し、来院した

患者に立ち寄ってもらった。また、救急外来のスタッフに対して「臓器提供迷ってますカード」

を配布し、カードに対するヒアリングを行った。 
 
C. 研究結果 
 １）グリーンリボンキャンペーン 
 80 枚のカードを一般外来に設置し、患者が立ち寄った際に説明のパネルを見ていただき、カー

ドを持ち帰ってもらうこととした。期間終了時は約半数の 42 枚を配布することができた。患者の

感想を直接いただくことはできなかったが、期間中に立ち寄ってパネルを見る患者が見られた。 
 ２）救急外来スタッフへのヒアリング 
 救急外来に勤務する看護師 5 名、救急救命士 2 名、初期研修医 1 名に対して「臓器提供迷って

ますカード」を配布し、説明を行い、カードに対するヒアリングを行った。8 名のうち 4 名が運

転免許証など何らかの形ですでに臓器提供に関する意思表示を行なっていた。残りの 4 名にカー

ドを配布した。4 名はこれまで臓器提供の意思表示は行なっていなかったが、その理由として、深

く考えたことがないため決まっていないという声が多かったが、「臓器提供迷ってますカード」で

あれば、まだ決まっていなくても所有することが可能であり、今後考えるきっかけになるため良

いアイデアではないかという意見が配布した全員から聞かれた。 
 
D. 考察 
 グリーンリボンキャンペーンは北里大学メディカルセンターとして初めての取り組みであり、

地域住民の移植医療に対する周知は十分でないと思われ、今後も活動を続けていきたい。今年度

初めて当院で脳死下臓器提供症例を経験したことで、職員が臓器提供を自分ごととして捉えるよ

うになってきたが、臓器提供の意思表示を行うまでには至っておらず、その最初のきっかけとし

て「臓器提供迷ってますカード」は有効と考えられた。 
 今回、非医療従事者からのカードに対する感想をもらうことができなかった。次年度以降は直

接対話する機会を設けるために、講演会を開催し、患者や市民との意見交換の場を設けたい。 
 
E. 結論 
 初めての院内での臓器提供啓発活動であったが、「臓器提供迷ってますカード」を使用すること

で、有効な啓発を行うことができた。移植医療に対する理解が乏しく、臓器提供に関する意思表

示をするに至らないような対象には「臓器提供迷ってますカード」が有効となる可能性がある。 
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Case 1: Behavioural Change Regarding the Declaration of Intent to Donate 
Organs: The Case of ‘Share Your Value Project’ 

 
 

At a Glance 

 

 
 
 

Summary 

 

This project in 2016 in Japan developed a social marketing intervention that encouraged university 
students to declare their intent to donate organs, using the Stages-of-Change Model (Prochaska and 
DiClemente 1983). Through a three-step intervention called “MUSUBU Campaign”, which first provided 
accurate knowledge about organ donation, then built positive perceptions through personal reflection, and 
finally offered a clear method to declare intent, the project achieved measurable impact: 18% of 362 
participants progressed one or more stages towards behavioural change and 34.5% formally declared their 
intent to donate.    
 

POINT BOX: Stages-of-Change Model 
Applying the stages-of-change model towards organ donation, suggested five stages of declaring 
behaviours: Stage 1 (not interested), Stage 2 (interested and considering making a decision), Stage 3 
(made a decision regarding organ donation; yes or no, but has not yet declared intent), Stage 4 
(declared intent), and Stage 5 (shared the decision with one’s family). 
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Stages of intention to donate organs (Uryuhara, 2020) 
 

 

Japan has a critically low organ donation intent declaration rate (12.7% of 1,911 people aged over 18 in 
2017), despite many available channels such as driver’s licenses, health insurance cards and internet 
registration. This low rate leads to: 

• Disrespect of individual rights (intentions regarding donation are not known or honoured), 
• Psychological burden on surviving family members (who must decide at emotionally difficult 

times), 
• Loss of transplant opportunities, contributing to social inequalities and criticism from international 

communities. 
 
Specifically, despite 43.1% of Japanese people expressing a willingness to donate their organs, Japan has 
the lowest number of organ donors worldwide due to low formally declared intent. As a result, only 2% of 
those waiting for an organ transplant ultimately receive one (Japan Organ Transplant Network 2019). Thus, 
promoting declaration of intent was essential for individuals, families, and societal well-being.  
 

POINT BOX: Understanding Current Status in Japan: Findings from a Survey of 10,000 People 
To better understand the current state of organ donation intention, an online survey was 
conducted in 2015 with 10,000 Japanese adults aged over 20. It found that 43.4% were interested 
in organ donation but undecided (Stage 2), 36.9% had decided but not declared (Stage 3), and 
19% had officially declared their intent (Stage 4). The biggest barriers were moving from no 
interest (Stage 1) to interest (Stage 2), and from decision-making (Stage 3) to formal action 
(Stage4). 
 
The survey also found that those NOT interested in organ donation (Stage 1) often had more 
anxiety and less knowledge about organ donation, compared to those interested (Stage 2). It also 
showed that those who had decided but not declared (Stage 3) had more anxiety and less likely 
had personal experiences, such as knowing someone who had declared their intent or discussing 
the topic with family, compared to those who had declared their intent (Stage 4).  
 
Based on this survey, it is important to provide positive information about organ donation for 
moving people from no interest to interest (Stage 1 to Stage 2) and to create opportunities to talk 
with family and those who have declared for helping those who have already decided to donate 
but have not yet declared (Stage 3 to Stage 4). 

 

• The project targeted university students in the Kansai region of Japan (mainly Doshisha University 
students in Kyoto, Japan).  
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• The project was led by Prof. Yoko Uryuhara (Doshisha University) and organized by the Share Your 
Value Project (SYVP). 

 

The intervention was conducted in 2016. 
 

The intervention was carried out at universities in the Kansai area of Japan, particularly based at Doshisha 
University in Kyoto, Japan.  
 

To encourage university students to declare their intent, we designed and implemented a social marketing 
project called the ‘MUSUBU Campaign’. This project focused primarily on moving students from having 
made a decision (Stage 3) to actually declaring intent (Stage 4), based on our 2015 survey. By using the 
Stages-of-Change Model, the project used a three-step intervention: 
 

1. Providing accurate knowledge 
o To deliver accurate knowledge on brain death, organ donation procedures, and declaration 

of intent, we held the "Largest Organ Donation Awareness Lesson" featuring an expert 
lecture provided by President of the Japan Society for Transplantation. 

2. Building positive perceptions 
o To enhance positive perceptions on organ donation, we organized an emotional session 

called "Five Minutes to Think About Your Family," where participants were guided to 
imagine situation in which they became brain dead, and their families had to make the 
decision on whether to donate their organs. It provided time for participants to reflect the 
significance of declaring one’s intent. 

3. Offering a clear method to declare intent 
o To promote declaring behaviours among participants, we designed and distributed an 

original “Letter Card to Your Family,” an envelope-shaped card with space to write both a 
declaration of intent and a personal message to important individuals. This card allowed 
participants to easily write down and carry their declaration, making the action simple and 
emotionally meaningful. 

 
How We Measured Impacts: 

• 433 students participated in the MUSUBU campaign. Pre- and post-intervention surveys were 
conducted to assess their knowledge, perceptions, stages of change in declaring behaviour (Stages 
1–5) and influencing factors. 

• 362 participants were included in the final analysis. 
 
How Key Achievements Were: 

• Significant improvements were observed in knowledge acquisition, positive perception toward 
organ donation, and the behavioral stage: 

o 18% of 362 participants progressed at least one stage towards action. 
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o 34.5% formally declared their intent to donate organs, far surpassing the national average 
(12.7%). 

• Key triggers identified were: 
o Having time and space to declare, 
o Receiving a declaration card, 
o Listening to expert lectures. 

 

Reference 

Uryuhara, Y. (2020). Behavioural change regarding the declaration of intent to donate organs: The case of 
Share Your Value Project. In R. Hay, L. Eagle, & A. Bhati (Eds.), Broadening cultural horizons in social 
marketing: Comparing case studies from Asia-Pacific (pp. 107–123). Springer. https://doi.org/10.1007/978-
981-15-8517-3_6 
 
Ministry of Internal Affairs and Communications Statistics Bureau (2013). Education: number of students by 
Departments in Graduate Schools, Universities, Junior Colleges, and Higher Professional Schools, Junior 
Colleges. https://www.stat.go.jp/data/nihon/back13/22.htm.  Accessed 1 Feb 2013 (In Japanese) 
  

https://doi.org/10.1007/978-981-15-8517-3_6
https://doi.org/10.1007/978-981-15-8517-3_6
https://www.stat.go.jp/data/nihon/back13/22.htm
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Case 2: Enhancing Interest and Intention to Donate Organs in Japan: Public 
Voting Campaigns for Educational Leaflets in Partnership with Local 

Government 
 
 

At a Glance 

 

 
 
 
 

Summary 

 

This project aimed to increase public interest and intention to donate organs by applying the Stages-of-
Change Model (Prochaska and DiClemente 1983), in collaboration with a local government in Kyoto, Japan. 
Given barriers in moving from “no interest” stage to “interest” stage and from “decision” to “action” in 
Japan, we launched a public voting campaign to inspire interest and action, where citizens selected 
preferred designs for educational leaflets. A follow-up analysis of 40 participants showed a statistically 
significant improvement in behavioural stage scores (mean increased from 2.73 to 3.02, p < 0.001), with 
25% advancing by at least one stage. 
 

POINT BOX: Stages-of-Change Model 
Applying the stages-of-change model towards organ donation, suggested five stages of declaring 
behaviours: Stage 1 (not interested), Stage 2 (interested and considering making a decision), Stage 3 
(made a decision regarding organ donation; yes or no, but has not yet declared intent), Stage 4 
(declared intent), and Stage 5 (shared the decision with one’s family). 
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Stages of intention to donate organs (Uryuhara, 2020) 
 

 

Japan has a critically low organ donation intent declaration rate (12.7% of 1,911 people aged over 18 in 
2017). It is critical to promote the declaration of intent for individuals, families, and societal well-being.  
 

POINT BOX 
Why collaboration with local governments is important in social marketing?: 
Collaboration with local governments is important because many social issues addressed by social 
marketing, such as health, safety, environment, and civic participation (Lee and Kotler, 2019), fall 
under local government policies. International examples (e.g. the UK) show that integrating social 
marketing into policymaking greatly enhances policy effectiveness. Given the limited number of 
case studies examining the implementation of social marketing measures by local governments, 
we aimed to address this gap in this project. 
 
Why citizen mobilization is important in social marketing?: 
Citizen mobilization is crucial in social marketing because individuals are not just policy targets but 
can become active drivers of policy promotion. By mobilizing citizens, social marketing facilitates 
their behavioral changes that align with policy goals, thereby strengthening the effectiveness and 
reach of government programs. 

 

• The project targeted citizens in Kyoto, Japan. 
• The project team was led by Prof. Yoko Uryuhara (Doshisha University) and consisted of university 

undergraduate students, collaborated with Kyoto local government. 
 

The project was implemented in 2017. 
 

Kyoto, Japan 
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This project aimed to increase public interest and intention to donate organs. To do this, we used a well-
known model called the "Stages-of-Change Model," which describes five steps people go through when 
making a decision regarding organ donation: Stage 1 (not interested), Stage 2 (interested and considering 
making a decision), Stage 3 (made a decision regarding organ donation; yes or no, but has not yet declared 
intent), Stage 4 (declared intent), and Stage 5 (shared the decision with one’s family). Our preparatory 
survey to understand organ donation behaviour showed that many people struggled to move from "not 
interested" (Stage 1) to "interested," (Stage 2) and from "deciding" (Stage 3) to "declaring their intention! 
(Stage 4). Therefore, this project specifically aimed to spark interest among those who were not interested 
and to promote the declaration among those who had already made a decision. 
 
To this end, we prepared educational leaflets on organ donation. We then applied a new way of 
distributing the leaflets to citizens, instead of existing methods (e.g. distributing at public events), to reach 
a broader population: 

• University students created 20 different leaflet designs, and we chose 8 to share with citizens. 
• Next, citizens were invited to online voting campaign, where citizens voted for their favourite 

leaflet through a dedicated website.  
• The voting was designed based on evidence that deeper involvement increases interest and 

intention (Skumanich and Kintsfather, 1996). We thought that voting could increase the 
involvement of citizens, by exposing participants to a variety of leaflet designs and encouraging 
them to consider the topic of organ donation from different perspectives. 

 
How We Measured Impacts: 

• Behavioral changes regarding organ donation intention were measured through surveys both 
before citizens voted and after the voting campaign ended. 

 
How Key Achievements Were:  

• In total, 1614 people voted during the 46-day voting period. 1,154 complete responses were 
analysed. 

• Participants were nearly evenly split by gender, mostly teens and twenties, comfortable with online 
voting platforms. 

• Participants selected leaflets differently depending on their emotional stance. People with negative 
feelings ("scary," "anxious," "useless") preferred a leaflet themed as a “letter to family” (No.1 
leaflet), suggesting new perspectives can overcome emotional barriers. 

 
The post-survey with 102 respondents showed behavior change between the voting and follow-up phases: 

• 23.5% discussed organ donation with family. 
• 17.7% studied the topic independently. 
• 14.7% discussed the campaign with friends. 
• Analysis of 40 participants showed a statistically significant improvement in behavioural stage 

scores (mean increased from 2.73 to 3.02, p < 0.001), with 25% (10 of 40) advancing by at least one 
stage. 

 

Reference 

Lee NR, Kotler P (2019) Social marketing: behavior change for social good, 6th edn. Sage Publications, 
California  
 
Skumanich SA, Kintsfather DP (1996) Promoting the organ donor card: a causal model of persua-sion effects. 
Soc Sci Med 43:401–408. https://doi.org/10.1016/0277- 9536( 95)00404- 1   
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福島県における地域プロセスモデルのパイロット検証と精緻化に関する研究   
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研究協力者  佐藤 直哉  福島県立医科大学 肝胆膵・移植外科 助教 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
  福島県は人口比別臓器移植提供が少ない地
域である。福島県を臓器提供の少ないモデル県と
して、地域プロセスモデルのパイロット検証と精緻
化に関する研究を実施した。臓器提供に係る行動
障壁・動機の明確化、臓器提供に係るステークホ
ルダーの組織化、介入施策の立案を目的として調
査を行おこなった。 
 
Ｂ．研究方法 
  【研究１；移植に関する市民公開講座での意識
調査】 令和4年度には、福島県民の臓器移植・
提供に関する態度・行動について明らかにするた
めに、アンケート調査を行った。また、「移植に関
する公開講座」を一般啓発の社会実装介入とし、
介入による効果測定（公開講座前後の調査結果
の比較）を行った。市民公開講座の参加者を対象
として、 公開講座開始時と終了時にアンケート調
査を行った。市民公開講座の開催方法は、現地
参加およびＷＥＢ参加のハイブリット開催とした。
アンケート調査方法は、現地参加者には記入式
アンケートを行い、Web参加者にはGoogle formを
用いたwebアンケートを行った。市民公開講座で
使用したアンケート項目については、資料1_受講
前アンケート、資料2_受講後アンケートとして添付
する。 
市民公開講座は第1部と第2部で構成され、第1部
では「臓器移植」をテーマに4人の演者による講演
を行った。次いで、第2部では第1部の内容を踏ま
えた公開ディスカッションを行った。 
 
【研究２；市民を対象としたWEBアンケート調査】 
アンケート調査はWEB回答形式とし、クロスマーケ
ティング社に委託した。同社には厳選した信頼性
の高いリサーチ対象アクティブパネル約541万人
登録されており、研究者が作成したアンケートを
配信することでアンケート調査が可能である。アン

ケート項目は、①臓器移植・臓器提供への関心に
ついて、②臓器提供に関する家族などとの共有
について、③臓器提供に対する意識について、
回答項目を作成した（資料１）。また、臓器提供の
多い県として岡山県と岩手県をサンプル地域とし、
同様の方法で調査を行なった。 
（倫理面への配慮） 
 アンケート回答者の匿名性は保持されており、個
人が特定されることはない。また、アンケート調査
結果が研究資料として使用されることは同意が得
られている。 
 
【研究３：福島県の5類型病院訪問による聞き取り
調査】 福島県内の5類型病院における行動障
壁・動機について明らかにするために、病院訪問
による聞き取り調査を行った。病院訪問では、院
長・看護部長・救急センター長、院内コーディネー
ター、病院事務職員を対象としてヒアリングを行っ
た。ヒアリングの項目は以下に示す。 
１．過去の臓器提供経験について 
①これまでに脳死臓器提供に至った事案の有無 
②臓器提供に至らなかったが検討した事案の有
無 
③脳死臓器提供を行った/検討したきっかけ（本
人または家族からの臓器提供に関する申し出の
有無） 
④終末期の選択肢として臓器提供について説明
を行っているか？ 
２．昨年度、臓器提供の可能性がある患者の有無 
３．病院機能評価について 
①病院機能評価を受けているかどうか？ 
受けている場合、『臓器提供に関する意思の確認
と対応』という項目について、対応しているか？ 
４．体制整備について 
①院内Ｃｏ．の配置の有無、②臓器提供マニュア
ルの有無、③勉強会やシミュレーションの有無 
５．現状で臓器提供の実施は可能だと思うか？ 

研究要旨： 
人口比別臓器移植提供が少ない地域のひとつである福島県における臓器提供プロセスの障壁を

調査した。福島県民を対象とした WEB 形式のアンケート調査について詳細な解析を行い、臓器提

供の多い地域の市民と比較を行った。福島県民の臓器移植/臓器提供に対する意識は、臓器提供

の多い岡山県（同じ人口規模）や岩手県（同じ東北地方）と比較して、乖離を認めなかったことが結

論づけられた。いずれの県においても、臓器提供には関心があるとする回答が最も多く、意思決

定、意思表示への行動変容を促す啓発の必要性が示された。また、福島県の 5 類型病院における

臓器提供施設連携構築を推進する中で、各施設において臓器提供の体制整備が不十分であり、

地域の臓器提供に対して障壁となっていることが示された。 
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【研究４：臓器提供施設連携構築における課題の
抽出】 令和6年度より福島県立医科大学付属病
院が拠点施設となり、臓器提供施設連携構築事
業を開始した。各病院への聞き取り調査を経て、
地域における５類型病院における課題を抽出した。 
 
【研究5：福島医大における臓器提供事案の検討】 
 令和6年2月に福島県立医科大学付属病院で発
生した臓器提供事案を院内で検討し、臓器提供
に係るプロセスにおける障壁を明らかにした。 
今回の臓器提供プロセスにおける問題点につい
て、関係者に聞き取り調査を行った。聞き取り対象
は、主治医、院内コーディネーター、看護師、病
院事務担当者に対して行った。 
 
Ｃ．研究結果 
   【研究１；移植に関する市民公開講座での意
識調査】48名より回答が得られ、男女比は28（58.
3％）:20（41.7％）であった。年齢の分布は、40歳
代が14人（29.2%）と最も多く、次いで、30歳代と50
歳代がそれぞれ10人（20.8%）であった。アンケート
回答者の職業内訳では、医療従事者が17人（35.
4%）で最も多く、次いで企業勤務者が14人（29.2%）
であった。 
 公開講座前後で調査したアンケート項目の結果
を示す。 

『あなたは、今、『臓器提供の意思表示』につい
て、どの段階にいますか。』という質問に対する公
開講座前後での回答の変化を示す（図１）。公開
講座前後を比較すると、『臓器移植に関心がある
が、臓器を提供する・しないは考えていない』が2
3%から12％に減少し、『臓器移植に関心があるが、
臓器を提供する・しないは考えている』が23％から
29%に増加した。 

 
『仮に、あなたのご家族の誰かが脳死と判定され
た場合または心臓が停止し死亡と判断された場
合に、その方が臓器提供の意思を書面によって
表示をしていた場合、あなたは、その意思を尊重
しますか。 』という質問を行った。公開講座前後
を比較すると、『たぶん尊重する』が40%から15％
に減少し、『尊重する』が54％から78%に増加した
（図２） 

 
【研究２；市民を対象としたWEBアンケート調査】 
今回、福島県在住の登録パネルより福島県民の
人口構成（年齢分布・性別）を調整した代表サン
プルを抽出し、1,447名より回答を得た。岡山県、
岩手県の回答者は、それぞれ1424名、1416名で
あった。 
各県における回答者の属性をいかに示す（図3）。
福島県における男女比は男性48.7％、女性（51.
3％）であった。年齢平均値（±標準偏差）は50.6
（±14.5）歳であった。3県の回答者の属性に、統
計学的な差異は認めなかった。 

 
福島県の回答者の職業は、会社勤務が22.2％と
最も多く、次いで、無職18.5％、パート・アルバイト
15.5％、専業主婦14.0％であった（図４）。岡山県
の回答者では、会社員21.2％、無職19.5％、パー
ト・アルバイト15.4％の順で多くを占めた。また、岩
手県では、会社員23.8％、無職19．0％、パート・
アルバイト15.7％であった。 

 
臓器提供に関する行動変容ステージに関する

項目では「関心なし」、「関心がある」、「意思表示
することを決めている」、「意思表示を行っている」
という各段階の分布を調査した（図5）。福島県で
は、関心なし；27.3％、関心あり；49.1％、意思決
定；10.9％、意思表示；12.8％であり、岡山県と岩
手県と比較して分布に差は認めなかった（岡山
県；30.8%、44.0%、12.3%、12.9％、岩手県；26.6%、
46.3%、 13.4%、 13.8%）。 

図３ 

図４ 

図１ 

図５ 
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福島県民において臓器提供の意思表示をしてい
ない理由についての項目の結果を示す（図6）。意
思表示をしていない理由について福島県の回答
者では、『不安感がある；58.1%』、『抵抗感がある；
51.4%』と最多であった。岡山県、岩手県と比較し
た。図５に示す通り、差は認められなかった（抵抗
感がある；岡山県54.4%、岩手県48.7%、不安感が
ある；岡山県；59.8％、岩手県；55.5%）。 

 
福島県民における臓器提供に関する過去の経

験に関する項目の結果を以下に示す。「家族と話
し合う」、「学校での学習」の経験では、一度もない
が72.0%、89.9％と最多であった。福島県の回答を
岡山県、岩手県と比較したところ、いずれも差は
認めなかった（岡山県；73.3%、90.4%、岩手県；70.
8%、91.7%）（図７）。 

 
 
福島県の回答者において、臓器提供の行動ステ
ージについて詳細に検討した。 
図８に、年代別の回答比率を示す。 
 『臓器提供に関心があり、臓器提供を提供する・
しないを考えていない』と回答した回答者の比率
は年代が上がることに増加していた。一方で、『臓
器提供に関心があり、臓器提供を提供する・しな
いを考えている』と回答した回答者の比率は、10
代において増加していることが示された。 
 

 
〇行動ステージによる回答の変化について 
 臓器提供の行動ステージと各回答の関連性を
調査した。『臓器移植を受けたいと思うか？』という
項目では、臓器提供に関心がないステージの市
民では、『どちらかといえば受けたくない/受けたく
ない』と回答する傾向を認めた。 
 行動ステージと過去の経験では、行動ステージ
があがる（関心がある⇒意思決定⇒意思表示）ご
とに、家族あるいは友人と臓器提供について話し
た経験が多いことが明らかになった。行動ステー
ジ変容の要因として、家族（友人）との対話の経験
が重要である可能性が示唆された。 

 
【研究３：福島県の5類型病院訪問による聞き取り
調査】 
 福島県における5類型病院を対象として、行動
障壁・動機について明らかにするために、病院訪
問による聞き取り調査を行った。 
 福島県の5類型病院15病院のうち、10病院（福
島県立医科大学付属病院の除く）より回答を得た。 
今回、集計した10施設の概要では、3次救急指定
病院が2施設であり、臓器提供を経験したことのあ
る施設は2施設であった。病院訪問による聞き取り
調査結果を表１に示す。 
臓器提供を経験した2施設では、いずれも本人の
意思による臓器提供であった。また、終末期にお
ける臓器提供の説明は実施されていなかった。 
 また、ポテンシャルドナーが存在すると回答した
施設は2施設のみであった。院内体制整備状況
については、院内コーディネーターを配置してい
る施設は9施設、臓器提供マニュアルを作成して
いる施設は8施設認めた。しかし、マニュアルの改
訂を行っている施設は認めず、勉強会やシミュレ
ーションを実施している施設は1施設のみであっ
た。 
 また、臓器提供は不可能と回答した施設が9施
設であり、その理由は体制整備不十分（5施設）、
人員不足（4施設）、経験不足（5施設）というもので
あった。 

図６ 

図７ 

図 8 

図９ 
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【研究４：臓器提供施設連携構築における課題の
抽出】 
 令和6年度より福島県立医科大学付属病院が拠
点施設となり、臓器提供施設連携構築事業を開始
した。各病院への聞き取り調査を経て、地域にお
ける５類型病院における課題を抽出した。 
 福島県における５類型病院では、①院内臓器提
供マニュアルの更新がなされていないこと、②臓
器提供の適応判断が不十分であること、③ポテン
シャルドナーが発生した際の院内における関係者
への情報共有体制の不備が共通の課題であった。
また、臓器提供構築事業で実施した器質的脳障
害のレジストリー（GCS3レジストリー）の管理体制
が不十分であり、各施設での集約が困難であるこ
とが判明した。 
 
【研究5：福島医大における臓器提供事案の検討】 
 令和6年2月に福島県立医科大学付属病院で発
生した臓器提供事案を院内で検討し、臓器提供
に係るプロセスにおける障壁を明らかにした。 
 主治医からの意見では、臓器提供プロセスに係
る主治医の業務が膨大であり、負担が主治医に
集約している現状に対する問題提起がなされた。
具体的には、初期段階において、患者家族の意
思決定、適応判断、関連部署への連絡などの業
務が挙げられた。さらには、JOTコーディネーター
への対応、院内手続きに係る業務についても主
治医のみが実施したことが明らかとなった。 
これらの問題点より臓器提供プロセスを促進する
ための体制整備として、主科（主治医）の負担軽
減を目的としたサポート体制の構築が重要である
こと示された。具体的な改善策として、脳死臓器
提供プロセスの早期段階から、院内コーディネー
ターおよび移植医療部がサポートをおこない、除
外基準を含めた適応判断を多職種検討し、さらに
は関連部署への連絡業務を行うことが挙げられた。
また、臓器提供までの入院期間における全身管
理を主科のみで行う体制についても見直す必要
性があることが確認された。今後は、これらの改善
案を反映した院内臓器提供マニュアルの改訂を
進め、院内の体制整備を充実することが確認され
た。 
 
Ｄ．考察 
【研究１；移植に関する市民公開講座での意識

調査】 
本研究では、臓器提供および臓器移植の普及

啓発を目的として市民公開講座を開催し、アンケ
ートを用いて、臓器移植の意識調査を実施した。
比較対象として、令和3年9月に実施された「移植
医療に関する世論調査」の結果（内閣府のHPに
公開）を参照した。 

公開講座の参加者の内訳では、年齢で30歳代、
40歳代、50歳代が全体の約7割を占め、医療従事
者が35％と多い結果であった。 
臓器提供に関する行動変容ステージを調査し

た問1では、「関心なし」の回答はなく、「関心があ
る」が22名（46％）と最も多く、「意思表示を行って
いる」が17名（36％）と多かった。世論調査結果で
は、「関心なし」が16％、「意思表示を行っている」
が11.2％であり、大きく異なる点であった。臓器提

供の意思表示を行っていない理由については、
抵抗感、不安感があるという回答がおよそ58.3%、
50.0％であり、世論調査の27.1％、34.3％を上回
る結果であった。 

 「公開講座」前後で、アンケート調査結果を比
較した結果から、一般啓発の社会実装介入として
実施した「公開講座」の介入効果を考察した。行
動変容のステージでは、「関心があるが、臓器提
供する/しないは考えていない」の回答率が23％
から12.2％に減少し、「関心があるが、臓器提供
する/しないは考えている」あるいは「臓器提供す
る/しないは決めたが、意思表示するまでは考え
ていない」の回答率が増加した。このことは、介入
（公開講座）により、行動変容が次のステージに移
行したと考えられた。これらの結果から、「公開講
座」は聴講者の臓器移植に対するイメージを変化
させ、臓器提供の行動ステージの変容に一定の
効果があったものと考えられる。 

 
【研究２；市民を対象としたWEBアンケート調査】 
福島県民の臓器移植の意識について定性/定

量調査を行った。また、人口あたりの臓器提供数
が少ない福島県の県民意識と状況を、臓器提供
の多い岡山県および岩手県と比較した。 
福島県民の臓器提供の意思では、提供したい；

43%、どちらかといえば提供したくない19%であり。
岡山県、岩手県と比較して、差は認められなかっ
た（岡山県；42%,21％、岩手県；49%, 17%）。臓器
提供の行動変容４段階ステージ（関心なし/関心あ
り/意思決定/意思表示）の回答率は、福島；27％/
49％/11％/13％、岡山；31%/44%,12%/13％、岩
手；27%/46%/13%/14%）であり差は認めなかった。
本調査により、福島県民の臓器移植/臓器提供に
対する意識は、臓器提供の多い岡山県や岩手県
と比較して、乖離を認めなかった。いずれの県に
おいても、臓器提供には関心があるという段階に
留まる市民が多く、意思決定/表示への行動変容
を促す啓発の必要性が示された。 
福島県の回答者について、行動変容ステージと

臓器提供を受けたいと思うか、臓器提供の決断に
対する負担、過去の経験を調査した結果、それぞ
れの回答率に行動変容ステージと関連を示した。
特に、過去の経験では、臓器移植/提供について
家族と話した経験が「一度もない」という回答は、
関心なし/関心あり/意思決定/意思表示で、それ
ぞれ90％、73％、61％、41％と大きな変化が見ら
れた。このことから、過去経験が臓器提供の行動
変容ステージを進める要因となっている可能性が
示唆された。今後、臓器提供に関して家族と対話
するきっかけを作るための施策が重要であると考
えられる。実際に、福島県の10代の回答では、臓
器提供に関心があり臓器提供をする・しないを考
えていると回答した比率はほかの年代より高いこと
が明らかとなった。これは、臓器移植を題材とした
生命の尊さに関する学習が義務教育の現場で取
り上げられていることが影響している可能性と考え
られる。 
 
【研究３：福島県の5類型病院訪問による聞き取り
調査】、【研究４：臓器提供施設連携構築における
課題の抽出】、【研究5：福島医大における臓器提
供事案の検討】 
福島県内の5類型病院の院長、看護師長、救急
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科部長、院内コーディネーターを対象に聞き取り
調査では、福島県立医科大学を除く福島県にお
ける5類型病院10施設のうち、9施設において『現
状で臓器提供の実施は困難』と回答がった。多く
の施設において臓器提供に対する体制整備の遅
れや人員不足、職員の経験不足や意識改革の必
要性という問題点を抱えていることが明らかになっ
た。院内体制整備状況では、マニュアルの改訂が
なされず、院内の勉強会やシミュレーションが実施
されていないことが判明した。 
 地域の拠点施設となっている福島県立医科大学
における臓器提供の体制について、令和6年の臓
器提供事案から考察した。その結果、拠点施設に
あっても、臓器提供プロセスに係る院内体制整備
は不十分であり、主科に多くの負担を強いている
現状が明らかとなった。拠点施設における臓器提
供の経験と体制整備構築のノウハウを、福島県に
おける関連施設（5類型病院）に共有し、地域にお
ける臓器提供プロセスの促進を図ることが極めて
重要であると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
  本研究により、福島県民の臓器移植/臓器提供
に対する考えは、臓器提供の多い岡山県や岩手
県と比較して、乖離を認めなかったと結論づけら
れた。いずれの県においても、臓器提供には関心
があるとする回答が最も多く、意思決定、意思表
示への行動変容を促す啓発の必要性が示された。 
 また、行動変容ステージに関連する過去の体験
として、『家族あるいは友人との対話』が示された。
今後、臓器提供に関して家族と対話するきっかけ
を作るための施策が重要であると考えられる。 
福島県の5類型病院では、臓器提供の体制整

備が不十分であり、地域の臓器提供に対して障壁
となっていることが示された。今後、拠点施設（福
島県立医科大学）が中心となり、各施設の院内体
制整備の構築と地域連携が重要である。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 （分担研究報告書には記入せずに、総括 
  研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 特記なし 
 
 2.  学会発表 
1.佐藤直哉,石亀輝英,小船戸康英,芳賀淳一郎, 
武藤亮, 月田茂之, 東孝泰, 木村隆, 見城明,  
瓜生原葉子, 丸橋 繁.  
臓器移植に関する福島県民の意識調査.  
第59日本移植学会総会 2023/9/21-23 京都 

 
2.佐藤直哉,石亀輝英,小船戸康英,芳賀淳一郎, 
武藤亮, 月田茂之, 東孝泰, 木村隆, 見城明,  
瓜生原葉子, 丸橋 繁.  
臓器移植普及啓発における市民公開講座の効
果. 

第59回日本移植学会総会 2023/9/21-23 京都. 
 
３．佐藤直哉,石亀輝英,小船戸康英,芳賀淳一郎、 
武藤亮,月田茂之,東孝泰,木村隆,見城明, 

瓜生原葉子, 丸橋 繁.  
福島県民の臓器移植に関する意識調査―臓器提

供の多い地域との比較― 
第60回日本移植学会総会 2024/9/12-14 長崎. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
  特記なし 
 2. 実用新案登録 
  特記なし 
 3.その他 

 特記なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得；なし 
 2. 実用新案登録；なし 
 3.その他；なし 
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福島県
1447名

岡山県
1424名

岩手県
1416名

回答者の職業回答者の職業

アンケート集計結果；属性データ

問（行動変容ステージについて）．
『臓器提供の意思表示』について，どの段階にいますか？

アンケート調査結果；福島vs岡山vs岩手
問. 臓器提供をしたいと思うか？

意思表示をしていない理由

アンケート調査結果；福島vs岡山vs岩手



【丸橋分担班資料】 

87 
 
 

 

 

 



【丸橋分担班資料】 

88 
 
 

 

 

 



【丸橋分担班資料】 

89 
 
 

 

 

 



【丸橋分担班資料】 

90 
 
 

 

 

 



【丸橋分担班資料】 

91 
 
 

 

 
 
 



【吉住分担班報告】 

92 
 
 

厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業） 
令和4年度～令和6年度  

 分担研究報告書 
 

移植に携わる医療者への啓発に関する研究 
 

研究分担者 吉住 朋晴  国立大学法人九州大学・大学院医学研究院・教授 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
 本分担班では、移植に携わる医療者への啓発
に関する課題の抽出と解決策策定・実施を目的
としている。 
移植医療の価値は「提供の希望に応える」と考
え、その浸透に努めてきた。それがどの程度認
知されているのかも含めた移植関連の医療者
の態度・行動、意思表示の実態を明らかにする
ことを目標としている。移植啓発のロールモデ
ル構築に関する研究として、学生（医療系、非
医療系）に対して移植に関する講義を行い、ア
ンケート結果を通して移植啓発に効果的なロ
ールモデル構築を模索する。 
 
Ｂ．研究方法 
  日本移植学会主催のメディアワークショッ
プの開催とその結果の『移植』への投稿 
  （テーマは「人の尊厳と移植医療」） 
 メディアワークショップの参加者を対象と
した質問紙調査 
 西日本の複数施設で、学生への講義及び、講
義内容についてのアンケート調査を実施した。 
 高校生の脳死下臓器提供に対する意識調査
を検討することとし、高校生1182人、医療関係
者とその家族285人を対象にGoogleフォームで
臓器提供・臓器移植に関する無記名のアンケー
ト調査を行った。  
 
 
Ｃ．研究結果 
 １）日本移植学会主催のメディアワークショ
ップの開催とその結果の『移植』への投稿 
「移植医療の哲学」を提供を含む移植医療に従
事するすべての医療者に届けることにより、
「行動変容」か「自己完成」に導く事を期待、
雑誌『移植』に投稿した。 

2) メディア・ワークショップ終了時に行動科
学に基づくアンケート調査を実施したところ、
9名からの回答を得た。その結果、年間の記事
執筆回数は1-3回が大半であった。メディアが
「継続的に記事を書く」ための行動障壁として，
ドナーやレシピエントなど当事者へのアプロ
ーチの難しさ，リアルタイムのデータが手に入
らないこと，自身の知識不足が挙げられた。一
方，行動価値として，一般に現状を伝えること，
移植医療に関心を持ってもらうこと，ドナーの
増加につながることが多く挙げられた。また，
メディアの行動動機としては，当事者の話を聞
くことや，移植学会で様々な議論を聞くことが
挙げられた。 
3) 医療系学生への講義として、2023年と2024
年に徳島大学医歯薬学部１年生、宮崎大学看護
学科、福岡歯科大学研修医に医療従事者への啓
発を兼ねて講義を行った。講義後にはアンケー
トを実施し、多数の回答を得た。アンケートの
結果、学生のうち移植に関する講義を受けた経
験が8割以上に及ぶことが確認された。 
4) 非医療系学生への講義として、2023年と202
4年に九州大学1-4年生（選択希望者）、医学研
究院修士課程1-2年生に対して講義を行った。 
5) 高校生の臓器提供の意思表示率10.1% (医
療関係者36.5%, P<0.0001)、脳死と植物状態の
相違を理解55.0% (医療関係者58.9%, 有意差
なし)、死後に臓器提供しても良い 47.9%  (医
療関係者54.0%, 有意差なし)、臓器提供に同意
した家族の死後、提供に同意30.3% (医療関係
者49.5%, P<0.0001)、臓器提供の意思不明な家
族の死後、提供に同意18.0% (医療関係者15.4%,
 有意差なし)。高校生の脳死下臓器提供に対す
る意識は、令和3年の内閣府世論調査の結果と
ほぼ同等であった。家族の死後、臓器提供への
同意率は同世論調査より低かった。2025年春か

研究要旨： 
本分担班では、移植に携わる医療者への啓発に関する課題の抽出と解決策策定・実施を目的

としている。移植医療の価値は「提供の希望に応える」と考え、その浸透を図っているが、

それがどの程度認知されているのかについて把握することを目標としている。 
3 年間に医療者への啓発として、のメディアワークショップを開催した。また、メディアへ

の質問紙調査を行い、現状把握を行った。調査結果から、定期的なメディアへの情報提供と

その内容、当事者とメディアとの橋渡し方法、学会開催時にその学会のトピックスをわかり

やすくメディアへ解説する試みを検討することの必要性が示唆された。 
さらに、高校生、医療系専門学校および大学生・非医療系学生への臓器移植に関する啓発講

義及びアンケート解析を行った。学生については、臓器提供の意思表示をするのかどうか、

といった身近なことから移植について理解を深めてもらう必要があると考えられた。また、

医学生及び医師に向けた医学教育のためのコンテンツ作成を行なった。 
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ら夏に高校生に対して資料を用いた啓発活動
を行い、啓発活動後に再度アンケート調査を行
い、啓発活動による意識の変容について検討す
る予定である。 
さらに、移植医療教育のためのコンテンツの作
成を行い、医師への啓発資料としての活用を検
討している。 
 
Ｄ．考察 
 メディアが「継続的に記事を書く」ための行
動障壁として，ドナーやレシピエントなど当事
者へのアプローチの難しさ，リアルタイムのデ
ータが手に入らないこと，知識不足が挙げられ
た。一方，移植医療についての記事を書くこと
に感じる意義や価値として，一般に現状を伝え
ること，移植医療に関心を持ってもらうこと，
ドナーの増加につながることが多く挙げられ
た。また，動機としては，当事者の話や統計的
データ，移植学会で様々な議論を聞くことが挙
げられた。記者自身が知識や適切なデータを得
て，当事者の声を聴き，現在の課題，課題解決
への糸口を市民に伝えることで，市民が関心を
もって意思表示などの行動を起こすことに寄
与できると実感することが重要と考えられる。
そのために，まず，移植学会が定期的にメディ
アへの情報提供を行うことが不可欠である。 
医学生への講義及びアンケート調査から、多く
の学生が移植について学んだ経験があること
が明らかになった。講義後のアンケートでは、
臓器移植に対する前向きな回答が得られるも
のの、継続的な啓発活動が重要であることを認
識した。学生への啓発においては、まずは（医
療系ではない）一般人として移植について理解
してもらい、その後に医療従事者として移植啓
発の運動を行ってもらう必要があると考えら
れた。特に、臓器提供の意思表示をするかどう
かといった身近な問題から議論を広げていく
必要があると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 移植学会は、定期的なメディアへの情報提と
その内容、当事者とメディアとの橋渡し方法、
学会開催時にその学会のトピックスをわかり

やすくメディアへ解説する試みを検討するこ
との必要性が示唆された。 
臓器提供のプロセスにおいて、生前臓器提供の
意思表示、及び家族の自発的な提供の申し出が
増加することは、移植啓発の一助となりえると
考えられる。学生への講義を通して、移植につ
いて考えてもらうこと、そしてその考えが周り
に広がることが重要だと考えられた。また、意
識変容には、繰り返す啓発活動の重要性が示唆
された。さらに、今後は、教育のためのコンテ
ンツの普及も重要と考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 吉住朋晴 臓器移植の歴史 臨床と研究 10

1巻 1-3, 2024 
戸島剛男、伊藤心二、吉住朋晴 肝移植の最前
線 Precision Medicine 7巻 1052-6, 2024 

吉屋匠平、戸島剛男、吉住朋晴 肝移植の現状
と課題  BIO Clinica 40巻 1314-9, 2025 

筒井由梨子、伊藤心二、戸島剛男、本村貴志、
湯川恭平、吉住朋晴 移植医療のやりがい
と課題 外科 87巻 182-5, 2025 

 
 2.  学会発表 

該当なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
  該当なし 
 
 2. 実用新案登録 
  該当なし 
 
 3.その他 

該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業） 
 令和4年度～令和6年度  

分担研究報告書 
 

臓器提供側医療者への啓発に関する研究   
 

研究分担者 渥美 生弘  浜松医科大学医学部附属病院 救急災害医学講座教授 

研究協力者 

山本小奈実（山口大学）、立野 淳子（小倉記念病院）、 

高橋 恵（北里大学病院）、藤平 春加（ビクトリア大学）、 

荒川 裕貴（横浜市立大学）、林 美恵子・加藤 智子（聖隷浜松病院） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 

2010年の改正臓器移植法施行後、脳死下臓器
提供は増加したものの、依然として欧米や韓国
に比べて少なく、停滞している。その要因には、
日常業務や心理的負担の増加があり、特に医師
は臓器管理や法的脳死判定、家族対応、院内調
整に困難を感じている。また、看護師もドナー
管理や家族ケアにおいて不全感やストレスを
抱えながらケアを実践している。一方で、臓器
提供に携わった医療者の中には、レシピエント
や家族からの感謝やチーム医療での達成感を
やりがいと感じる者もいる。 しかし、臓器提
供に関与した医師や看護師の達成感や認識の
変化についての全国規模の調査はほとんど行
われていない。そこで本研究では、臓器提供に
関わった医療者の認識の変化を明らかにし、今
後の臓器提供支援に資する基礎資料を得るこ
とを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
1.研究デザイン：質的記述的研究 
2.研究期間：2023年2月～2025年3月 
3.研究対象施設：厚生労働省が脳死下臓器提供
施設と定める5類型臓器提供施設（大学附属病
院•日本救急医学会の指導医指定施設•日本脳
神経外科学会の基幹施設又は研修施設•救命救
急センターとして認定された施設•日本小児総
合医療施設協議会の会員施設）のうち、日本臓
器移植ネットワークのホームページ・学会誌・
学会発表等において、脳死下臓器提供を行った
ことを公表している施設とした。 
4.対象者：上記施設で脳死下臓器提供に関わっ
た経験のある医師および看護師 

5.インタビュー方法：インタビューは、研究責
任者と分担研究者が行った。インタビューは、
WEB会議システムであるZOOMで実施した。研究
対象者2人または4人を1グループとして1時間
程度とした。フォーカスグループインタビュー
は、具体的な場面を想定してもらうため、これ
までに経験した脳死下臓器提供での関りにつ
いて思い出しながら葛藤や達成感、臓器提供の
認識について語ってもらった。 
6.調査内容 
（1）対象者の背景 
（2）脳死下臓器提供に関わった際の苦悩や葛
藤 
（3）脳死下臓器提供に関わった際の達成感 
（4）自身の臓器提供への認識に対する変化 
7.分析方法：逐語録をコード化し、類似したコ
ードを集約してカテゴリ化した。行動科学理論
を参考に、研究者間で仮説モデルを作成した。
質的データは質的帰納的に分析し、仮説モデル
に分類した。 
8.インタビュー分析結果のフィードバックと
検証：医療者の認識結果と「脳死下臓器提供に
おける医療者の認識モデル（案）」について、
インタビューに参加した対象者にフィードバ
ックを行い、内容の妥当性や補足事項の確認。 
9.倫理面への配慮 

本研究は、研究協力者が所属する施設の倫理
審査委員の承認を得て実施した。対象者には、
本研究の目的、意義及び研究倫理について明記
した研究概要書と同意説明書をもって、本調査
の目的・方法・倫理的配慮・謝礼等を説明し、
調査参加への承諾を得た。また、インタビュー
で得た音声データは、個人が特定される内容を

研究要旨： 
本研究は、脳死下臓器提供に関与する医療者の認識形成過程を明らかにし、支援体制構築に

向けた基礎資料を得ることを目的とした。対象は脳死下臓器提供を経験した医師 10 名、看護師 10

名であり、フォーカスグループインタビューを実施した。逐語録を質的帰納的に分析し、行動科学理

論を参考に仮説モデルを作成した。結果、医療者の行動意欲には、個人の感情・価値観・自己効

力感（個の要因）、職場の支援体制（環境要因）、患者家族の意志や反応（患者・家族要因）が影響

していることが明らかとなった。さらに、行動結果の認知や経験の積み重ねが行動意欲の維持・強

化に寄与する循環的プロセスが示された。作成した認識モデルについて対象者にフィードバックを

行った結果、実態を適切に反映しているとの評価を得た。 

本研究は、臓器提供推進には医療者個人への支援に加え、組織的支援体制の整備、臓器提供

文化の醸成、患者・家族支援プロセスの標準化が不可欠であることを示唆するものであり、今後の

支援策立案に資する基礎資料となる。 
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削除し音声を書き起こすことを説明した。 
 

Ｃ．研究結果 
1.対象の背景 
対象者の背景は、医師が10名看護師１0名で

あった。経験年数は、医師が14.2年、看護師1
2.3年であった。医師の所属は、救急医４名、
集中治療医３名、脳神経外科医１名、小児科医
２名であった。看護師は、救命救急センター３
名、ICU・PICUなど７名であった。臓器提供に
かかわった件数は、医師２例以上、看護師１例
以上であった。 
2. インタビュー語りのコード化とカテゴリ化
（表1） 

臓器提供に関わった経験から、「初めてやっ
てみたのでものすごく大変で、こんなにやらな
きゃいけないことがあるんだなっていうのは
感じました」などの個人の感情、「最後まで患
者さんと、1人の患者さんとして寄り添うとい
うことはしないといけないと、医師の使命と言
うとかっこいいのかもしれないですけど」など
の責務、「すごい自分の死生観っていうか、難
しいな、肯定も否定もしたくないというか、す
ごく心が揺さぶられる経験ではありました」な
どの価値観、「戸惑うことは多々ありますけど、
私自身が臓器提供に対してはそんなに消極的
ではないので、私は戸惑うこともありながら、
あんまり否定的な考えにはならないと思いま
す」などの自己効力を『個の要因』」とし、１
１８個のコードから、【臓器提供対応の仕事の
多さに直面】、【家族の死生観と思いを知る】、
【情報提供への躊躇】、【医療者としての責務】、
【家族の意思から抱く使命感】、【自分なりの
答えを持つ】、【臓器提供の意思決定とその葛
藤】、【臓器提供に至らなかったプロセスへの
葛藤】、【自分の死生観が揺さぶられる】、【助
かる命と助からない命に複雑な思い】の１０個
のカテゴリを抽出した。 
また、臓器提供を実施する上で、「そのとき

に熱意を持った医者が一生懸命やらざるを得
なかって、それをやると、どんどん孤立してい
って、距離としては全然チームとして存在して
るはずなのに、情報が全然行き届かなくなって
孤立しちゃうっていうケースがあったので、そ
ういうのでカンファレンスを頻回に開くって
いうかたちで情報共有いうのを作ってきた」な
どのチーム医療の連携や「病状は医師からはし
っかり伝えられるんですが、その患者さんの受
け止めだとか、そういう解釈のサポート、病状
の解釈のサポートと、意思決定の支援っていう
のが、家族支援チームに入ってもらってること
でかなりスムーズにいってるかなと思います」
などのサポート、「職場の環境などを「一番大
きいのはトップですね。アメリカでその経験を
されてるっていうこともあるのか、臓器移植を
提示することに関して、ちゅうちょがないって
言うと変ですけど、提示しなきゃいけないもの
なんだっていう、そういう指導、組織の一番上
がそう思ってるっていうのが大きいんじゃな
いかなと思ってます」などの『環境要因』とし
た。『環境要因』では、68個のコードから【家
族支援の存在】、【選択肢提示システムの確立】、
【上司からの姿勢が影響】、【臓器提供の意思

確認ができる組織風土】、【医療チームで共有】、
【チームで取り組む】、【スタッフへのサポー
ト体制】の７個のカテゴリを抽出した。 
そして、「家族のほうから臓器提供の話が確

か出たと思うんですけど、臓器提供後もあまり
表情を悲しませずというか、お子さんに対して
も頑張ったねって声をかけてた」などの患者と
家族の思いや、「お手紙をくれたりだとか、わ
ざわざ何かの折に寄ってきてくれる、ご挨拶し
てくれる家族もいらっしゃるので。なので、そ
のときにお話を聞けたりということはありま
す」など医療者に対するレスポンスを『患者・
家族』とした。患者家族に関する語では、３８
のコードから【労いや思い出をつくる別れ】、
【家族の強い意志】、【臓器提供に前向き】、
【提供後の家族の反応】、【退院後の家族との
交流】、【提供後の家族の状況を知る】の６個
のカテゴリを抽出した。 

「これは患者様の権利でもあるので、一応聞
かしてくださいみたいな、そんなかたちで気分
を害さないようにやってます」などの医療者の
使命感、「9割方の患者様で、あんまりいい思
いはしてないだろうなっては思うので、そんな
強制するつもりじゃないので、逃げ道も作りつ
つ聞いて、全例聞いてます」などの納得、「一
緒にやってくれる仲間がいたっていうのもあ
りますかね。臓器提供を一生懸命やるっていう
仲間がいたんで、その人たちが一緒にやってく
れたっていうのはおっきいかもしれないです
ね」などの関わる思いを『行動意欲』とした。
医療者の意欲に関しては、36個のコードから、
【医療者の義務】、【患者の権利を尊重】、【臓
器管理がうまくできた達成感】、【医師として
の使命感】、【救われる命】、【支えてくれる
仲間の存在】、【安堵感】、【経験をすること
で臓器提供の気持ちが変わる】の８個のカテゴ
リを抽出した。 
3.行動科学理論を参考に作成した仮説モデル 
 研究者らで、行動科学理論を参考に、脳死下
臓器提供における医療者の認識の仮設モデル
を作成した。そして質的帰納的に分析し抽出し
た『個の要因』、『環境要因』、『患者・家族
要因』、『行動意欲』を、行動科学理論の枠組
み（例：行動の背景要因、行動意図、行動結果
の認知、行動の維持）に沿って整理した。具体
的には、『個の要因』、『環境要因』、『患者・
家族要因』が行動意欲に影響を及ぼす構造とし、
「行動意欲」が臓器提供に向けた医療者の具体
的な行動へとつながるプロセスを示した。また、
行動後には「行動結果の認知」や「過去の学び・
経験」が行動の維持・強化に寄与する流れを組
み込んだ。これらの分析結果をもとに、「脳死
下臓器提供における医療者の認識モデル（案）」
を図示した（図1）。 
4. モデルのフィードバックと検証 
 作成した「脳死下臓器提供における医療者の
認識モデル（案）」について、インタビューに
参加した対象者にフィードバックを行い、内容
の妥当性や補足すべき事項がないか確認した。
その結果、対象者から新たな補足意見や修正要
望は挙がらなかった。一方で、複数の対象者か
ら、「初回の臓器提供対応時は、まだ十分な経
験を積んでいないため、自らの力だけではなく、
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周囲の支援や環境の影響が非常に大きかった」、
「臓器提供対応における医療者の行動は、個人
の意欲のみならず、チームや組織の支えによっ 
て形成される」という主旨の発言が得られた。
これにより、モデル内で示した「環境要因」の
重要性、および行動意欲が周囲からの支援によ
っても支えられているという構造が、対象者の
実感とも合致していることが確認された。 

 コード カテゴリ
初めて経験することで知る対応することの多さ
症例から離れられないぐらいの大変さ　他施設との調整の大変さ
家族の死生観に触れる経験 家族の死生観と思いを知る
急激に落ち込む症例は情報提供できないことが多い
家族に情報提供するのは嫌な思いをするのではないかと感じる
医療者としての責任感
臓器提供の情報提供を行うことで社会の役割を果たす
家族の強い臓器提供意思に応えたい 家族の意思から抱く使命感
臓器提供に対して消極的でないため、戸惑いがあっても否定的な考えにならない
臓器移植は終末期医療の中の選択肢の一つ
どのような最期を迎えたいかの焦点をぶらさないことが大事
保護者の意見より親族の意見が優先されたことへのもどかしさ
児の代弁者として考えて欲しいと思う一方で現実は保護者の気持ちで動く
意思決定まで薬で生かされながらも、臓器提供に至らなかった場合の児の時間（負担）
への葛藤

臓器提供に至らなかったプロセスへの葛藤

ICUに脳死とされうる状態の児と移植待機の児がいる環境は、自分の死生観が揺さぶられ
る経験

自分の死生観が揺さぶられる

移植待機と臓器提供が視野に入る患者の共存の中でなかなか成就しない複雑な気持ち 助かる命と助からない命に複雑な思い
家族のケアは看護師にサポートしてもらっている
家族支援チームによる家族ケア
グリーフケアに力を注ぐチーム
脳死とされうる状態になったら情報提供を行うことはスタッフ全体の共通認識
情報提供することが家族の心情を害すという医療者の雰囲気がなく情報提供しやすい。
上司による移植医療の海外の経験は、情報提供に対する態度や指導に影響する 上司からの姿勢が影響
情報提供することが組織の風土になっている
移植の話を聞くことが多い環境
家族背景に合わせて個別に話を聴きカンファレンスで話し合う
患者へのケアの際に話を聴いたり、スタッフの申し送りなどで家族の変化を気づくよう
にする
家族を個々にサポートする担当を決めること
臓器管理と家族ケアの両輪をチームで担う
一人一人異なる思いを持つスタッフのサポート
スタッフのメンタルケアの課題
医療者が移植のことを語る機会
臓器提供された家族の悲しみより児への労いや思い出をつくる華やかな別れの印象 労いや思い出をつくる別れ
家族は苦しい思いを長くさせたくないと思っていたと感じる
家族は情報提供する前から臓器提供を考えていた
(提供を考える家族は)非常に理解があり、強い意思がある
家族がブレずに臓器提供に前向きだったことが大きい 臓器提供に前向き
家族がいい顔されて帰ると送り出せたのかなと思う
安心しましたという家族の言葉で間違ってなかったんだと認識する
提供した臓器が大切にされている
提供後、家族から手紙をいただいたり、状況などを知らせにくる 退院後の家族との交流
提供された側からのサンクスレター
提供した家族が誰かの役に立っているという言葉を聞くこと
臓器提供に家族が満足していることを知った時にやってよかったと思える
家族の受け止めができてなくても患者の権利と医療者の義務（使命）として情報提供を
することもある
ほぼ全例の家族に情報提供を行い作業のようになってきている
家族が嫌な気持ちになるとしても伝える患者の権利という意識 患者の権利を尊重
多くの人の命をつなげることができた 臓器管理がうまくできた達成感
臓器提供がほかの人の中で生き続ける
臓器提供を情報として伝えることが当たり前になった
何もできず亡くなるより提供することで救いになる
何もできず亡くなるより提供することで救いになる
経験と誰かの役に立てる
一緒にやてくれる仲間の存在 支えてくれる仲間の存在
提供後の家族の様子を知れた安堵感 安堵感

個の要因

環境要因

患者家族

行動意欲

表1　コードとカテゴリ分類

提供後の家族の反応

提供後の家族の状況を知る

医療者の義務

医師としての使命感

救われる命

選択肢提示システムの確立

臓器提供の意思確認ができる組織風土

医療チームで共有

チームで取り組む

スタッフへのサポート体制

家族の強い意志

臓器提供対応の仕事の多さに直面

情報提供への躊躇

医療者としての責務

自分なりの答えを持つ

臓器提供の意思決定とその葛藤

家族支援の存在
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Ｄ．考察 
 1. インタビュー語りのコード化とカテゴリ
化 
本研究では、脳死下臓器提供に関与した医療

者の語りを質的帰納的に分析し、個の要因、環
境要因、患者・家族要因、行動意欲の4領域に
整理した。 

個の要因には、臓器提供対応の多忙さへの直
面、患者家族との死生観の共有、自己効力感や
医療者としての責務の意識などが含まれてい
た。これらの語りから、臓器提供は単なる医療
行為に留まらず、医療者自身の価値観や職業的
アイデンティティを深く揺さぶるプロセスで
あることが示された。環境要因に関しては、チ
ーム医療体制の整備や組織文化、上司の姿勢が
医療者の臓器提供への関わりに大きな影響を
与えていることが明らかとなった。とりわけ、
臓器提供に肯定的な組織風土とスタッフ支援
体制の存在は、医療者の行動意欲を支える重要
な要素であった。また、患者・家族要因では、
家族の強い意志や提供後の感謝の反応が、医療
者の意欲を高め、臓器提供行為に対する肯定的
な意味づけを促進していた。 
これらの結果は、医療者が臓器提供に対して

抱く葛藤や達成感、使命感が多層的要因によっ
て形作られていることを示している。  
2. 行動科学理論を参考に作成した仮説モデル 
行動科学理論に基づき作成した仮説モデル

では、個の要因、環境要因、患者・家族要因が
行動意欲に影響を与え、行動意欲が具体的な臓
器提供支援行動へとつながるプロセスを示し
た。さらに、行動後には達成感や安堵感といっ
たポジティブな行動結果の認知が、次回以降の
行動意欲を強化するという循環的構造が示さ
れた。これは、臓器提供に関わる医療者の行動
が一過性のものではなく、経験と自己効力感の
蓄積により維持・強化されることを示唆してい
る。特に、ドナー管理の成功体験や、救われる
命に寄与できたという実感は、医療者自身の職
業的成長にもつながっており、臓器提供対応の
継続的な質向上に寄与している可能性が考え
られる。 
このように、行動意欲の形成には個人的な倫

理観や価値観だけでなく、組織的支援と患者家
族からの社会的承認が密接に関与しているこ
とが、本モデルの特徴である。 
3. モデルのフィードバックと検証 
作成した仮説モデルについてインタビュー

対象者にフィードバックを行った結果、モデル
の構成は対象者の実感とも概ね一致している
ことが確認された。特に、初回の臓器提供対応
時には、個人の意欲だけでは対応しきれず、周
囲の支援や組織的環境が大きな影響を与えて
いたという意見が寄せられた。このことは、本
モデルにおいて環境要因が行動意欲の形成に
不可欠な役割を果たしているという構造の妥
当性を裏付けるものである。 
また、対象者から補足的意見や大きな修正要

望がなかったことは、抽出されたカテゴリとモ
デルの概念枠組みが臓器提供における医療者
の実態を的確に反映している可能性を示して
いる。 
したがって、本研究で構築した認識モデルは、

今後の臓器提供支援策の立案に活用可能な基
礎資料となり得ると考える。 
 

【課題と展望】 
1．現状から明らかになった課題 
本研究から、脳死下臓器提供に関与する医療

者の行動意欲は、個人要因、環境要因、患者・
家族要因の相互作用によって形成されること
が明らかになった。この結果を踏まえ、以下の
課題が浮き彫りとなった。 
① 医療者個人の自己効力感の不十分さ 
初回対応時は、十分な経験がない中で高い心

理的負担を抱えている医療者が多く、個人の意
欲だけで臓器提供対応を支えるには限界があ
ることが示された。 
② 組織的支援体制の不足 
チーム医療体制や上司の支援が行動意欲に

大きく影響しているにもかかわらず、院内での
サポート体制が十分に整備されていない施設
が存在する。 
③ 臓器提供文化の定着不足 
組織全体として臓器提供を支援する文化や
風土が十分に根付いていない状況がある。 

④行動意欲
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④ 患者・家族支援の標準化の遅れ  
患者や家族に対する臓器提供選択肢提示の

方法や支援のあり方について、施設間で標準化
が進んでいない。 
これらの課題は、医療者の負担感の増大や、臓
器提供プロセスの円滑な実施を妨げる要因と
なっている。 
2．今後の展望 
これらの課題を解決し、脳死下臓器提供をよ

り適正かつ円滑に推進するためには、以下の取
り組みが求められる。 
① 医療者の自己効力感向上に向けた教育・支

援の強化 
臓器管理、家族支援、倫理的判断に関するス

キル教育を体系化し、臓器提供への心理的障壁
を軽減する。特に初期教育や現任教育において、
実践的トレーニングの導入が必要である。 
② 組織的な支援体制の構築 
臓器提供対応に特化したサポートチームの

設置、院内コーディネーターの明確な配置、ピ
アサポート体制の整備などにより、医療者の孤
立を防ぎ、チーム全体で臓器提供を支える体制
を強化する。 
③ 臓器提供文化の醸成とリーダーシップの

発揮 
トップマネジメントが臓器提供の意義を明

確に発信し、組織全体で臓器提供支援を促進す
る文化を醸成する。これにより、医療者が臓器
提供選択肢提示を「当然の業務」として認識で
きるようにする。 
⑤ 患者・家族支援プロセスの標準化 

臓器提供の選択肢提示を患者権利の一環と
して捉え、標準化された支援フローを構築する。
これにより、医療者が個別判断で悩まずに対応
でき、家族にとっても納得感の高い支援が可能
となる。 
 これらの取り組みを総合的に推進すること
により、臓器提供に関与する医療者の負担軽減
と行動意欲の維持・向上が期待できる。 
ひいては、国内における脳死下臓器提供件数の
安定的な確保と、臓器移植医療全体の質的向上
に寄与するものと考える。 
 
Ｅ．結論 
  本研究では、脳死下臓器提供に関与した医師
および看護師を対象に、臓器提供に対する認識

と行動意欲の形成過程を質的に分析し、行動科
学理論に基づく認識モデルを構築した。 
その結果、医療者の行動意欲は、個人の感情

や価値観、自己効力感などの「個の要因」、職
場環境やチーム支援といった「環境要因」、患
者家族からのフィードバックである「患者・家
族要因」によって多面的に形成されることが明
らかとなった。 
さらに、行動結果の認知や経験の積み重ねが、

行動意欲を持続・強化する循環的プロセスも示
された。 
対象者へのフィードバックにおいても、初回

の臓器提供対応時に周囲の支援や組織的支援
が不可欠であったことが指摘され、本モデルの
妥当性が支持された。 
これらの結果は、臓器提供に関与する医療者

の支援において、個人の能力向上だけでなく、
組織的体制整備や文化醸成が重要であること
を示唆している。 
今後は、本研究で得られた知見を基盤として、

臓器提供に関わる医療者の育成支援、チーム医
療体制の強化、臓器提供文化の醸成に向けた施
策を推進していくことが求められる。これによ
り、日本における脳死下臓器提供の更なる適正
化・推進に資することが期待される。 
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